
   

                
  

 

   

  



第５１回 公害環境デー  資料集（案） 
 

実行委員長 挨拶  金谷邦夫  第51回公害環境デー実行委員長            P.2 

1）特別報告   ＣＯＰ２７の成果と課題  早川光俊弁護士・ＣＡＳＡ専務理事     P.14       

２）シンポジウム「気候危機を止める！」  

  ①再生可能エネルギーの展望      中村庄和さん （自然エネルギー市民の会）   P.22 

  ➁すべての市民が関われる省エネ対策  宮崎学さん （ＣＡＳＡ）           P.30 

  ③府内自治体の自然エネ・気候危機対策 中村毅さん （原発ゼロの会・大阪）           P.40 

３）大阪の公害・環境運動の交流                                                        

「公害被害者を誰一人取り残さない」 

① ノーモア・ミナマタ近畿２次訴訟                                               P.48             

➁関西建設アスベスト大阪訴訟                                                     P.51 

② 原発賠償関西訴訟                                                             P.54 

③ 大気汚染問題・「手渡したいのは青い空」公害患者のたたかいこの１年             P.58 

「新たな公害を許さない」大阪で広がる環境運動 

④ 大阪の未来を破壊するカジノ・巨大開発 選挙でカジノはノー！の選択を 

カジノに反対する大阪連絡会  中山直和さん      P.62 

⑤ 摂津市・フッ素公害  日本共産党摂津市議会議員   増永和起さん          P.64 

⑥ 高速道路「淀川左岸線２期」及び「延伸部」事業の問題点  

道路公害反対運動大阪連絡会議    高本東行さん             P.68       

⑦ 泉州地域へ環境汚染を持ち込む忠岡町の巨大産廃焼却施設誘致計画を断念させよう 

忠岡町の巨大産廃施設誘致を考える会を考える会（準備会） 是枝一成さん   P.72                     

➇プラごみ削減の取り組み報告      全大阪消費者団体連絡会 大森隆さん    P.76 

⑩大気汚染物質に関しての最近の問題    公害環境測定研究会 久志本俊弘さん   P.80 

⑪気候危機は食糧危機 世界の状況と食糧  農民組合大阪府連合会 中西顕治さん   P.84 

⑫今こそ学校に環境教育を         環境教育研究会    澤田史郎さん   P.87

⑬廃プラリサイクル施設により発生した寝屋川病           長野晃さん     P.91 

⑭ウクライナ侵略による平和の破壊と気候・エネルギー危機の進行  吉井英勝さん   P.95 

⑮農は平和の基――農業が新しい社会運動に  家庭栄養研究会   山崎万里さん   P.97 

⑯電力労働運動近畿センター                            P.100 

 

４）府民へのアピール                                  P.104 
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第５１回環境公害デー

大阪から公害をなくす会

２０２２年２月４日

実⾏委員⻑ 開会あいさつ

地球規模で見た公害・環境問題

熱帯林開発
アマゾンの不法開発 東南アジアのパーム油

化石燃料開発 気候危機の時代になお新たな開発
環境破壊以外に 農業・漁業など地域の産業の破壊
海底開発も領土問題と絡んで複雑になる可能性

気候危機は止められなくなりそうな状況が進⾏
戦争・紛争で対策は大幅に停滞や後退

石炭火発への依存・復帰や農業の放棄
先進国と新興大国・途上国間の軋轢

先進国の歴史的責任を果たす 一歩がやっと合意
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日本の公害・環境行政における問題点

気候危機への対応の迅速さがない どこまで本気でやる気がある？
企業利益保護での対応 公の役割を果たしていない
被害者救済に積極的な姿勢がない 分断で保障の切り下げ
国⺠に真に進むべき道筋を⽰せず一貫性・理念の不⾜
環境基準の厳格さがまだ⾜りない 企業を思いやった基準に

NO２・PM2.5 PFAS プラ対策の「停滞」

来るべき南海トラフ地震 膨大なごみ発生の予想 今後重要に

大阪での公害環境問題

＊カジノ・IR関連開発：必発の地盤沈下・埋設物による環境汚染問題
重大局面に入っている。地道な反対運動の一定の成果。

＊大気環境問題 全般的な軽減はあるものの局所的にはまだ未解決
神⼾製鋼火⼒発電での影響：CO２排出とともに今後出てくる可能性

＊建設アスベストはじめアスベスト健康被害はこれからも続く可能性
＊水俣訴訟関係 関⻄訴訟 線引きによる分断 実態調査を⾏わない
＊原発避難関⻄訴訟は他地域より遅れているが引き続き⽀援が必要
＊有機フッ素化合物汚染 摂津のダイキン工場跡地初め大阪の汚染は強い
＊今後予測されること

北陸新幹線建設 かなり先に延びたがリニア新幹線建設
小さな町に大きな産廃焼却場建設計画（忠岡町）
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 第５１回公害環境デー

市⺠はどう考え、⾏動するか

知恵を出し、

⾏動して気候危機を止めよう

地球温暖化・気候危機の深化

地球の二酸化炭素濃度・気温上昇は観測史上最高に
２０年は４１０ｐｐｍを超え、気温も１．１５度上昇

気候変化の極端化・災害の多発・激甚化
＊氷河・氷床の融解

カラコルムの氷河が融けて大洪水：パキスタンの３分の１以上水没
２２年スイスアルプスは年６％融解
南極やグリーンランドで急速に変化

＊海水温上昇・海面上昇 海岸の浸食・島しょ国の水没の危機
＊熱帯低気圧の多発・強大化 メキシコ湾・東＆東南アジア
＊気温上昇・乾燥化・大規模山火事・干ばつ➡食糧危機に
＊温暖化ガス発生の少ない途上国に大きな被害

気候温暖化は社会的災害（宮本憲一）
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日本政府の気候問題への取り組みの問題

石炭火発脱却への道筋が描けてないこと
２０５０年にゼロが求められる時期でも１９％残存させる
未完の技術への過度の「期待」＝「目くらまし」・先延ばし
永久に石炭火発使用を展望した政策

原発依存による将来世代への無責任さ
日本の原発は火山・地震大国の危険な場所に建設
永久保管施設適地も見通せない中で先延ばし
１０万年先までも管理必要なことで将来に負荷

結果として再生可能エネルギーへの本格的取り組みを遅らせる

気候危機で現実化している被害

■災害 ■子供への被害（キッズライツより）や健康被害
＊熱波 ＊乾燥 ＊感染症の増加 マラリア・デング熱など
＊大規模な山火事 COVID19やこれから新たな感染症も
＊熱帯低気圧の大型化 ＊熱波 熱中症・熱中死増加
＊海面上昇・国土の喪失 ＊食料危機に突入：戦争・紛争の増加
＊豪雨・洪水の増加 飢餓の広がりと深刻化
＊水不⾜ 世界で１０億人にリスク

■食料危機 子供に限らない被害に転化も
＊干ばつ 人間以外に家畜の死滅
＊耕作適地の減少 ■環境のさらなる悪化
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熱波 乾燥 山火事 干ばつ 食糧危機
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原発依存政策の継続の理由

■これまでの「原発の優位性」の根拠
＊安定電源・ベースロード電源
＊最も安い価格

■新たな根拠：炭素を出さない「脱炭素の切り札！」

■ロシアのウクライナ侵略を契機にエネルギー危機
＊危機を利用したエネルギー「安定化」の切り札
＊攻撃されることを想定しない 頭の中はどうなっている？

■原子⼒ムラと⾃⺠党の持ちつ持たれつの関係を維持
＊２１年の献金は６．３億円

原発は将来的にも不安定である

２０２２年夏原発に過度に依存のフランスで起きたこと
想定外の応⼒腐食割れがきっかけで５６基中３２基停止
電⼒輸入で凌いだ
日本では３・１１の時全面的に火⼒に依存 CO２排出増

原発は大規模集中型施設 大規模発電でないと採算が合わない
小型化は廃棄物は出るのは変わらず、コスト上採算がとれるか？

原発はバックアップ電源やセット電源が必要 日本では火⼒発電依存
⾃らの電源を使えず外部電源が必要
定期点検中・故障時は代替の電源が必要

戦時の重要な攻撃対象 大型のため影響は大きい・放射能汚染も発生
建設費の高騰・建設中のトラブル続き・再エネのコスト低下 競争⼒低下
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原発は気候危機対策の救世主になるか？？

原発には外部電源が必要 日本では大型火⼒に頼る
原発の点検時・休止期間にも大型の火⼒発電が必要

脱炭素でなく、炭素依存型の大型設備である
原発の「一生」は再エネより温暖化ガス排出が多い
建設・稼働までに時間がかかり、当面のエネ危機に間
に合わない。建設コストもさらに高騰もありうる
廃炉にも大量のエネルギーが必要
大手電⼒も⾃⼒建設はリスク大：税金投入への期待！

原発の「一生」は脱炭素に貢献しない

脱炭素時代に原発建設はすべきではない

発電技術別ＣＯ２ｅ 排出量 単位：ｇ/ｋWh
ライフサイクル 発電所建設遅滞 戦争・テロ 総排出量

風⼒ ２．８〜７．４ 0 0 ２．８〜７．４
太陽熱発電 ８．５〜１１．３ 0 0 ８．５〜１１．３
太陽光発電 １９〜５９ 0 0 １０〜５９
地熱 １５．１〜５５ １〜６ 0 １６．１〜６１
潮⼒ 14 ２０〜４１ 0 ３４〜５５
波⼒ 21.7 ２０〜４１ 0 ４１．７〜６２．７
水⼒ １７〜２２ ３１〜４９ 0 ４８〜７１
原子⼒ ９〜７０ ５９〜１０６ ０〜４．１ ６８〜１８０．１
石炭火⼒（炭素回収） ２５５〜４４２ ５１〜８７ １．８〜４２ ３０７．８〜５７１
M.Jachobson Review  of  Solutions  to  Global  Warming  Air  Polution  and  Energy  

Security
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原発にこだわる本当の理由は？

■原発利益共同体の利益の維持
鉄鋼・セメント・運輸・金融・政界すべてに利益維持

■エネルギー⽀配で⾃らの位置を保持 新電⼒つぶし
■再エネ普及でエネルギーの⺠主主義が達成されると、
⾃らの利益が減少し、⽀配もできない

■核燃サイクル政策継続で、プルトニウム保持の合理化
➡ 核兵器開発・保有の可能性を維持する

気候危機問題を市⺠目線で解決する時期

気候危機の現況
地球温暖化の最大の要素・二酸化炭素濃度は最高値を
更新し続けている

気候危機は感じても、さらに⾏動へとは結びついてない
まだ他人事かも知れない 知識では知ってる「つもり」

気候危機…でも何をしたらよいのか ⾜を踏み出せてない方も
そうしたことから市⺠ができることを取り上げ、実践に移す
一方政府・⾃治体・産業界に取り組みを促していくことも必要
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再生可能エネルギーの有利な点

＊稼働時の「燃料」が不要
＊中小規模・分散で災害時や、戦時のリスクが減らせる
＊⾃治体立電⼒創成も可能
＊地域のコミュニティで運営でき、地域外への資産流出が減り、
地域内で循環可能になる

＊個人でも取り組める
＊廃棄物がない、または少ない
＊取り組みで人の意識が変わり、省エネルギーの取り組みも進む

政府が転換すべきエネルギー政策

■原発維持・建設の費用を再エネ設置に回すことで再エネを飛躍的に増や
すことが可能になる

■身近で使える新しい技術の開発の促進と実現が可能
■実施できる⽀援
＊新築建造物に加えて、既設住宅へも太陽光発電・熱利用施設設置⽀援
＊地域コミュニティの地熱利用・太陽光発電・小風⼒発電に⽀援
＊地域内林業への⽀援と木質バイオ開発に⽀援
＊地域内中小水⼒利用への⽀援
＊疲弊した地域に仕事を生み出し、活性化も可能
＊東京一極集中の弊害を減らせる
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自治体・首長に求めたい政策・姿勢

まず⾃主的な態勢を確立し、指⽰待ちにならない
永続可能な環境・エネルギー宣言をつくる
そしてその理念を地域に浸透させていく

地域の特色を生かしたエネルギー創出政策を立てる
⾃治体職員の積極性・提案を引き出し働き甲斐を見いだ
させる
住⺠のエネルギー創出・省エネルギーの取り組みに寄り
添い、⽀援する

市民にできること

政府・⾃治体に原発止めて再エネ推進を働きかける
⾃治体の多くはまだ「⾃発性」が少ない
原発依存地域経済体制から抜けだせず過疎化進む

⾃ら、再エネ普及に取り組む
共同発電や⾃宅に設置 熱利用も含めて 資金提供

省エネに取り組む
断熱対策 壁の断熱 窓の二・三重化 断熱フィルム
家電製品の省エネ
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高騰するエネ費用を省エネで乗り切る

月 ガス量 ガス金額 円/㎥ 電気量 電気金額 円/Kwh
１月 20 4092 204.6 440 12655 28.8
２月 14 3216 229.7 352 10096 28.7
３月 15 3501 233.4 294 8395 28.5
４月 12 2987 248.9
５月 13 3210 246.9 211 5864 27.8
６月 6 1895 315.8 168 4568 27.1
７月 5 1731 346 149 3987 26.8
８月 5 1746 348.2 212 5914 27.9
９月 5 1768 353.6 283 8086 28.6

１０月 6 2014 335.7 231 6494 28.1
１１月 11 3172 288.4 202 5607 27.8
１２月 11 3305 300.4 163 5470 33.6

LED化でこれだけ電気料金節約・節電
うえに生協診療所の場合

２０１６年１０月〜２０１７年８月（１１か月）
９４，２１９〜１２４，２８４円 総額１，１８８，１３７円

２０１７年９月に工事・一⻫にLED化
２０１８年１０月〜２０１９年８月（契約先変更）

４４，１３０Kwh 平均４，０１１Kwh/月（一般家庭の１２−１３倍）

６８，５３９〜 ９２，０１５円 総額 ９４１，００５円
同じ期間中で 年間２４７，１３２円減（ー２０．８％）

契約先変更を見込んでもLED化で１５−１８％程度は減可能
家庭では、古い家電の更新でさらに省エネも可能に
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省エネは創エネ

省エネを個々人や
企業で考える

しかし社会的省エネも
考える時期ではないか

人口減と省エネにより
再エネで十分賄える

永続可能な地球に向けて一歩踏み出す…
本日のこの後の取り組みは、まず第一部で
COP27の報告で今置かれている状況を認識する
⾃らがエネルギーの生産者になる具体的な方法について学ぶ
有限の資産を有効に使う方法について学ぶ
⾃分の住んでいるところで取り組むべき課題を見つけ第一歩を踏み出す

第二部では、公害の被害者の訴えを聞き、⽀援に踏み出す
各地の状況の報告を聞き、資料集に目を通して知ること

最後に被害者⽀援のカンパをお願いもします
会場でのカンパ、Zoomの方も会あてに２月１３日までに送付を

２月１４日に愛をこめて被害者の運動組織に送ります
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COP27の成果と課題

2023年2月4日

地球環境市⺠会議 （CASA)
専務理事 早川光俊（弁護士）

COP２７
実施のCOP
アフリカCOP

予定会期︓2022年11月6日（日）~18日（⾦）
開催場所︓エジプトのシャルム・エル・シェイク

＊シナイ半島南端のリゾート地

閉会︓11月20日午前9時、会期を39時間延⻑し、
「シャルム・エル・シェイク実施計画」を採択して
閉会。
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国際交渉の経緯
1992年 気候変動枠組条約に合意。
1997年 COP3︓京都議定書を採択。
2015年 COP21︓パリ協定を採択。

＊産業革命前からの平均気温の上昇を2℃を十分
に下回るレベルに維持することを協定の目的と
し、1.5℃への抑制を努⼒目標。

＊21世紀後半に温室効果ガスの排出実質ゼロ＝脱
炭素社会の構築。

2016年 COP22︓パリ協定発効。
2021年 COP26︓パリ協定の運⽤ルールに合意。

削減目標として1.5℃に合意。

2022年 COP27

実施のCOP＆アフリカCOP
• 実施のCOP

COP26で「パリ協定」の運⽤ルールが決まり、「1.5℃
目標」に合意し、「2030年までの排出削減が決定的の
重要」とされたことから、COPの役割が「⾏動」・「実
施」の段階に入ったとの意味。

• アフリカCOP
気候変動に対し脆弱な国が多いアフリカで開催される

ことから、途上国が30年前から要求していた「損失と損
害（ロス＆ダメージ）」の資⾦メカニズムについて決着
をつけるCOPだとの意味。

15
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COP27の結果

■ロス＆ダメージ（損失と損害）についての基⾦
の創設が合意されたことは歴史的成果。

■排出削減については、2030年目標を再検討し、
強化が求められていたにもかかわらず、新たな
削減目標を提出した国は少数（29ヵ国）に止ま
り、2021年のCOP26からど前に進むことがで
きず、ほとんど成果無し。

ロス＆ダメージ（損失と損害）とは︖

■適応しても対処しきれない気候変動の影響・被
害に対し、どう対応するか。

■「損失（ロス︓LOSS」とは、海面上昇による国
土の喪失、生態系の喪失（人命の喪失）などの
不可逆的な気候変動の影響。

■「損害（ダメージ︓Damage)」とは、建築物の
損傷やインフラの損傷など修復可能な気候変動
の影響。

16
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[
「ロス＆ダメージ」のこれまでの交渉

■ 気候変動枠組条約が合意される前の交渉段階
（30年前）から、⼩島しょ国が、海面上昇によ
る「国土の喪失」に対する国際的な保険制度を
要求。

■ しかし、補償（資⾦の供与）や責任追及（裁判
など）を恐れた先進国は、極めて消極的。

■ COP21（2021年）パリ協定8条に「ロス＆ダ
メージ」を規定。

■ 気候危機と言われるように、気候変動の影響の
深刻化。

影響の深刻化

■パキスタンでは2022年6月初旬以降、平均降⽔量の5
倍以上の降雨で過去最悪の大洪⽔。被害は、国土の3
分の1の面積に及び、被災者は1,600万人の子どもを
含む3,300万人以上とされる。

■アフリカの角といわれる地域（エチオピア、ケニア、
ジプチ、ソマリアなど）では深刻な干ばつ。ソマリア
は過去10年間に3回の深刻な干ばつで数百万人が極度
の⾷料不⾜。2021年から始まり現在も続いている干
ばつはより深刻で、5歳未満人口のほぼ半数に当たる
150万人の子どもたちが急性栄養不良。このう ち38
万5千人は重度の急性栄養不良で治療が必要。

17



5

「ロス＆ダメージ」で何が決まったのか

■ロス＆ダメージに対する基⾦の設⽴を決定。

■移⾏委員会を作って、詳細を検討し、今年の
COP28で採択する。

■資⾦の規模、誰が資⾦を拠出するのか、誰が基
⾦の受け取り⼿になるのか、資⾦の⽀援対象を
どうするか、などはこれから。

進まなかった排出削減交渉
■COP26は、1.5℃目標を確認し、そのためには

2030年までの対策が決定的に重要とした。
■IPCC/AR6/WG3は、遅くとも2025年までにピ

ークアウトし、2030年までに2019年⽐で43％
削減させる必要があるとする。

■条約事務局は、COP27までに提出された24カ国
の目標を考慮しても、2030年の排出量は2010
年⽐で10.6％増加し、今世紀末には平均気温は
2.5℃上昇してしまうと報告。

18
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気候変動の現状（IPCC/AR6）

大気中のCO2濃度は
410ppm（工業化前は
280ppm)。過去200万年
のどの時期より高い。

平均気温は工業化以前から
1.08℃上昇（2011₋2020
年）。1970年以降の上昇
速度は、少なくとも過去
2000年のどの50年でも経
験したことのない速度。

日本政府は何をしたか︖
• ほとんど何もしなかった。
• 岸⽥⾸相は不参加。日本は今年、G7の議⻑国。

G７で⾸脳が参加しなかったのは、カナダと日
本だけ。

• ⻄村環境大⾂は、スピーチで、「日本はパリ協
定の1.5℃目標と整合した⻑期戦略及びNDCを
既に策定している」と発言。このことは日本は
、現在の削減目標を検討もせず、より野心的な
目標にする意思がないと表明したに等しい。

• ⽯炭⽕⼒の全廃シナリオも無いどころか、⽯炭
⽕⼒はベースロード電源。

19
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日本は温暖化問題の加害国
• 累積排出量が平均気温の上昇と⽐例関係。
• 日本の排出量は世界第5位。累積排出量は世界第

6位。
• 日本の削減目標は、2030年に2013年⽐46％、

2050年排出実質ゼロ。
• 現在の削減目標は極めて不十分。
• 累積排出量の排出責任からすれば、率先して排

出削減する必要がある。
• 日本は温暖化問題の加害国。

化⽯賞を受賞

• 受賞理由は、「日本が公的資⾦を化⽯燃料事業
へ拠出している世界最大の国である」こと。

20
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COP28に向けて

• COP28議⻑国は、⽯油輸出国機構（OPEC）の
一員であるアラブ⾸⻑国連合（ UAE ）。

• UAEは、COP28の議⻑に、アブダビ国営⽯油会
社（ADNOC）の最高経営責任者（CEO）スルタ
ン・ジャベル氏を指名したと報道されている。

• 残された時間はほとんどない。
• 日本の市⺠である私たちは、何よりも日本政府

の削減目標をより野心的なものとし、⽯炭⽕⼒
発電所の全廃シナリオを策定させる必要がある
。

21
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3https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/078_01_00.pdf
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6
2020

http://www.egpower.co.jp/system-kaikaku-3/
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7
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2021/048/048_004.pdf
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1

２０２３年２月４日（土）

NPO法人地球環境市民会議
事務局 宮崎 学 1

すべての市民が
関われる省エネ対策

公害環境デー第51回

部門別CO2排出量

2

直接排出量 間接排出量

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト
（https://www.jccca.org/）より

直接排出量とは、製油所、発電所等における石油製品製造や発電に伴う排出量を「エネルギー転換部門」から
の排出として計算したもの
間接排出量とは、その排出量を最終需要部門の消費量に応じて配分して計算したもの

30
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2

CO2の部門別排出量

2020 年度（令和 2 年度）の温室効果ガス排出量（確報値1）についてより
https://www.env.go.jp/content/900518858.pdf

3

4

エネルギー転換部門（発電所・製油所等）

発電量の
約70％が
火力発電

石炭火力 、
LNG（天然ガス）
石油

CO2の排出

日本国内の電源構成(2021年度の年間発電量) 出所：資源エネルギー庁「電力調査統計」などからISEPが作成
https://www.isep.or.jp/archives/library/14041 

 日本の電力の構成
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3

5

エネルギー転換部門での脱炭素化

火力発電所の廃止
再生可能エネルギーの導入

日本の計画 2030年の電源構成
再エネ36～38％、原子力20～22％、水素・アンモニア１％
化石火力４１％（石炭19％、LNG２０％、石油２％）

自然エネルギー財団作成資料

2030年までの削減目標

 部門別CO２排出量（間接部門、エネルギー起源）

6

2013年 2020年 削減率 2030年 削減率

排出量 構成比 排出量 構成比 2020/2013 排出量 構成比 2030/2020

産業部門 464 35.20% 356 34.00% 76.70% 289 43% 81.20%

運輸部門 224 17.00% 185 17.70% 82.60% 146 22% 78.90%

業務部門 237 18.00% 182 17.40% 76.80% 116 17% 63.70%

家庭部門 208 15.80% 166 15.90% 79.80% 70 10% 42.20%

転換部門 103 7.80% 78.4 7.50% 76.10% 56 8% 71.40%

合計 1235 967 78.30% 677 70.00%

産業部門・運輸部門・業務部門
 省エネ設備・機器への転換
 断熱建築（改修）
 燃費の良い車への転換
 電気自動車の普及（ガソリン車2034年まで）
 電化（再エネ利用）
 新技術の導入 ⇒電化

32



4

7

 知り・知らせる
□ 関心を持つ。何が起きているかを知る。
□ 家族や周りの人と話す。発信する。 みんなで取り組んで実現。

 脱炭素に向けて取り組む
□ ライフスタイルを変える（衣・食・住・交通）。
□ エネルギー効率の向上（省エネ）。（家電製品の買い替え、断熱・遮熱）
□ 温室効果ガスの排出の少ない、再エネへのエネルギー源の転換。

（再エネ電力、電気自動車）
□ 再エネの普及（家庭・地域での再エネの設置、電気・熱、発電所への出資）。

 社会のしくみを変えるために
（国・政府・自治体）

□ 政策に対しての意見を出す（パブコメ等）。
□ 気候変動対策に積極的な政党や候補者を支持する（選挙）。
□ 政策を提案する（陳情・請願、審議会等への参加、議員になる等）。

（企業）
□ 気候変動対策に積極的な団体・企業を応援する（声・出資・会員・寄付）。
□ 企業へ提案や意見を出す（株主として、消費者として、市民として）。

（団体）
□ 気候変動対策の取り組みに参加する（署名、イベント、デモ）。

私たちにできること

家庭でできること◼省エネ

エネルギー（電気、ガソリン、ガス）の消費量を減らす
 使用時間を短くする・使用量を減らす（ムダ使いをしない）
 消費エネルギーのより小さいものを使う
 消費量が少なくなる工夫をする＝断熱・遮熱

省エネ性能カタログ2022年版 買い替え方・使い方で効果的に

https://seihinjyoho.go.jp/frontguide/pdf/catalog/2022/catalog2022.pdf◼エネルギーの転換

石炭・石油・ガスに代わるCO2を出さないものを利用
 太陽光発電・風力発電など再生可能エネルギーで発電した電気を利用する
 自宅や地域で太陽光発電・太陽熱温水器を設置する
 市民共同発電の設置に出資する

8
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5

家庭でできること 脱炭素の実現

 省エネによる消費エネルギー

の削減→家計の支出の削減
（お財布にもやさしい）

 家電製品の買い替え

→生活がより豊かに、便利に

 住宅の遮熱と断熱
→ヒートショックや熱中症の減少

→健康で快適な生活

9

健康で快適な生活

10
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6

家庭からの二酸化炭素排出量 家庭でできること

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト
（https://www.jccca.org/）より

１．照明・家電製品
・使用時間を短くする・ 使用

量を減らす
・買い替える時に省エネ性能

の良い商品を選ぶ

２．自動車
・公共交通機関を利用する。
・買い替え時は燃費の良い車

を選ぶ

３．暖房
・暖房はエアコン、部分暖房

はこたつ

４．給湯
・節水シャワーヘッドを利用

する

・給湯器も省エネタイプに

11

家庭でできること ①照明・家電製品
 電気製品などを買い替える時に省エネ性能の良い商品を選ぶ

（省エネラベルで確認、店舗で要望を伝える）

12

家電省エネ★くらべ

https://label.eek.jp/

最新の販売機種情報をも
とに、星の数ごとの削減効
果を紹介します。またご家
庭での使い方をもとに、
どれだけ電気代が削減で
きるのか計算できます。

35
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7

家庭でできること ②自動車

 電気自動車へ
 2035年より「ガソリン車」と「ディーゼル車」の新車販売が禁止
 電動車－電気自動車（EV）、 燃料電池自動車（FCV）

プラグインハイブリッド自動車（PHV） ハイブリッド自動車（HV）
＊電源は再生可能エネルギー１００％の電気

13

家庭でできること 住まい① 断熱・遮熱

窓の対策

家庭の省エネ徹底ガイド春夏秋冬（2017年８月発行）より
内窓

14

断熱シート・フィルム
隙間テープ
二重窓・三重窓
ペアガラス
断熱サッシ

36
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家庭でできること 住まい②

リフォーム 既存住宅5000万戸のうち、省エネ基準適合は、 約11％（2018年）
無断熱の住宅は約30％ （国土交通省２０２１年４月19日報告資料）

資源エネルギー庁ホームページ 家庭向け省エネ関連情報 省エネ住宅より 15

16

家庭でできること リフォーム支援
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家庭でできること 住まい③
新築
 ZEH（ゼロ・エネルギー・ハウス）

 省エネ設備、断熱設備と太陽
光発電を設置して、
エネルギーの消費をおおむ
ねゼロにする住宅。

 2020年のハウスメーカー
が新築する注文戸建住宅に
おいては、約56%がZEH

 2025年に断熱性能 等級4を義務化

17

家庭でできること エネルギーの転換

■太陽光・風力発電など自然エネルギーで発電した電気を利用

 電気の購入先を変更する

 新電力会社を紹介するサイト パワーシフト

https://power-shift.org/

 地域で発電所を作る
 発電所設置（市民共同発電）に

出資する
 再エネ推進を働きかける

 家庭で発電する

電化

 ガス→電化
 石油→電化
 自動車→電気自動車

18
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気候変動アクションガイド(.pdf

気候変動アクションガイド

19

じぶんごとプラネット
https://www.jibungoto-planet.jp/

商品やサービスのラ
イフサイクル全般で排
出された温室効果ガ
ス（GHG）の量を、
CO2量に換算し、商
品やサービスに表示
し「見える化」

質問に答えるとカー
ボンフットプリント量
がわかる

20
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自治体の温暖化対策、自然エネ推進の 

現状と課題。求められる府民運動 
 

原発ゼロの会・大阪 

エネルギー部会 中村 毅 

 

はじめに 

原発ゼロの会・大阪は、正式名称を「原発をなくし、自然エネルギーを推進する大阪連絡会」

としたように、当初、原発をなくすことと合わせてエネルギー問題を平行して考える必要がある、

その方向は自然エネルギーの推進だと考えて取り組んできました。 

今は、それに加えて、気候危機・地球温暖化対策、脱炭素の面からも自然エネ・再エネの推進

が大きな課題となっていると考えるようなっています。「気候危機・地球温暖化対策のためにクリ

ーンなエネルギーとして原発の稼働を」と言うキャンペーンが張られています。気候危機・地球

温暖化対策を進める社会、原発のない社会を考える時、いずれも「どんなエネルギー社会にする

か」を考えざるを得ないと思うからです。 

そんな趣旨から、原発ゼロの会・大阪が昨年行った各自治体の自然エネ・再エネの取り組みの

現状に関するアンケート調査と、そこから見えてきた課題、さらにどんな府民運動が求められて

いるか、について報告させていただきます。 

 

（１）自治体アンケートから見えてきたこと 

１.各自治体でいろいろな取り組みや努力が行われていることが分かった。 

ゼロの会の自治体アンケートには、大阪府を含む 44 自治体のうち 35 の自治体が回答。約 8 割

の回答であり、完全ではないにしても、「ある程度の実態」を反映していると言えるのではないか

と考えています。 

アンケートで分かったことは、各自治体で地球温暖化防止、自然エネ・再エネ推進でいろんな

取り組みや努力がされているということでした。 

●創エネでは… 

＊住宅用太陽光発電等設置補助（豊中市、茨木市、寝屋川市、東大阪市、富田林市、河内長野市、

河南町、堺市、和泉市、泉大津市) 

＊リチウムイオン蓄電池など蓄電池の設置への一部補助（茨木市、東大阪市、松原市、富田林市、

大阪狭山市、堺市、和泉市、貝塚市) 

＊地区集会所への太陽光発電設置補助（寝屋川市）、など。 

 

●省エネ・エコライフでは… 

＊戸建てや集合住宅でのエネファーム設置費の補助（堺市、河内長野市、貝塚市） 

＊ＨＥＭＳやＺＥＨへの一部補助（東大阪市、堺市、貝塚市)  

＊自然循環型太陽光熱温水器の設置補助（寝屋川市）、など。 

 

●その他では… 

＊家電製品の節電タイプ化や自動車のＥＶ化への補助・助成（泉大津市) 
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＊自然エネ・再エネ事業への補助・助成（茨木市、東大阪市、堺市） 

＊脱炭素社会の実現に貢献する革新的技術に関する研究所、生産拠点及び発電所等の整備ならびに温

室効果ガスの大幅削減につながる設備導入等の企業投資に対する補助（堺市） 

 

２．しかし、問題点も見えてきた。 

●ＣＯ2の削減・再エネ利用率などの目標が「ない」か「低い」 

アンケート項目 自治体数 比率(%) 目標平均 

2030 年度までの削減目標 
あり 22 62.9 35.2％ 

なし 13 37.1  

2050 年度までの削減目標 
あり 12 34.3 実質ゼロ 

なし 23 65.7  

＊ＣＯ2の削減目標を持っていない自治体が2030 年度で13自治体、2050年度で23自治体もあった。 

＊2030年目標を持っている22自治体の目標の平均は35.2%で、世界標準に比べて10%も低い。 

＊再エネ利用率の目標を持っていたのは大阪府、大阪市のみであった。 

 

●自然エネ・再エネを取り組む担当職員が「少ない」か「いない」 

アンケート項目 自治体数 比率(%) 平均人員 

専任で対応している 12 34.3 3.3 人 

専任と兼任で対応している 3 8.6 16.0 人 

兼任のみで対応している 19 54.3 3.4 人 

不明 1 2.9  

＊例えば人口約 10万人の飯田市は、10 人近い人員(正規 7人、非正規 3 人)を配置している。 

＊専任の配置がなく兼任のみで担当している自治体が 54.3%と半分を超えている。 

 

●自然エネ・再エネ関係の予算が「少ない」か「ない」 

＊予算を計上しているのは 15 自治体で約４割

に留まっていた。堺市が1番多くて5559万円、

以下、大阪市2870万円、茨木市2693万円、泉大

津市2533万円、東大阪市2400万円など。 

＊大きな問題は、18 自治体(51.4％)が自然エ

ネ・再エネ予算がゼロであること。 

＊大阪府の予算は、2021 年

度で 421 万円。府民 1 人当

たりの予算は１円に満た

ない 0.48 円に過ぎない。 

＊自治体の住民 1 人当たり

の予算額を多い順、少ない

順にランキングしたのが

別表です。 

 

３．こうなる背景には、基本方針が確立できていないことがあるように思う。 

①石炭火力や原発について、ほとんどの自治体が「見解」を持っていない。 

＊原発について見解を持っていたのは大阪府と大阪市だけ 

・その見解は「最終的にはゼロを目指して、その依存度を可能な限り低下させていく」とするもの

アンケート項目 自治体数 比率(%) 

予算を計上している 15 42.9 

予算はゼロである 18 51.4 

不明  2 5.7 

 

住民 1 人当たりの予算額         (単位=円) 

 自治体名 予算額  自治体名 予算額 

1 泉大津市 344.79 1 18 自治体 0.00 

2 河南町 104.31 2 大阪府 0.48 

3 茨木市 95.91 3 貝塚市 6.00 

4 和泉市 78.04 4 大阪市 10.46 

5 堺市 67.29 5 大東市 12.00 
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で、これまでの国の「エネルギー基本計画」の方針。 

・松井市長の発言や岸田政権の原発推進政策への転換でどうなるかが焦点。 

・エネルギー政策などは国の問題で地方は従うだけだとして、地方自治体としての見解を

持たない姿勢も多いのではないか。 

＊石炭火力について見解があったのは熊取町だけ。 

・域内に「石炭火力発電所がない」ことから、石炭火力発電問題は他所ごとになっている

のではないか。 

 

②自然エネ・再エネについても方針を持っている自治体が少ない 

＊方針を持っていると答えたのは 9自治体(25.7%)で、残る 4 分の 3の自治体は方針を持って

いなかった。 

＊方針はあっても、今なぜ自然エネルギー・再生可能エネルギーの強力な推進が求められているかと

いう情勢論、なぜ原発や石炭火力発電はダメかという技術論をしっかり踏まえた自然エネ・再エネ推

進の基本方針づくり（条例など）が求められているように思う。 

 

（２）では、そうした現状をどうやって変えていくか 

１．脱炭素・自然エネ推進に熱心に取り組む自治体をつくること。 

＊かつて 70 年代、大阪府民は、各地域での「公害なくせ」の運動をベースに、“公害知事さん

さようなら、憲法知事さんこんにちは”を合い言葉に黒田革新(民主)府政を誕生させ、府民

の運動と自治体が一体となって日本一厳しい公害規制の行政を実現し、大阪に青空を取り戻

した経験を持っています。老人医療無料制度を創らせた経験もあります。これらの経験は現

在にも通じる大事な教訓だと思います。 

＊気候危機・地球温暖化防止、脱原発・脱石炭火力、省エネ・エコライフ、自然エネ・再エネ推

進に積極的に取り組む自治体に、大阪府をはじめ各自治体の首長、議会になれば、私たちの

目の前の景色は全然変わってくると思います。国政でも同じことが言えると思います。 

 

２．そうなるためは自然エネ・再エネ推進の府民運動が必要 

＊そうなるためには、省エネ・エコライフ、自然エネ・再エネを積極的に推進しようという府

民・住民の世論と運動が必要です。府民の 5 割～6割の世論がその方向に向けば、例え保守系

の議員であっても、中央の方針に逆らってでも世論に従わざるを得なくなります。 

＊そんな情勢をつくるために、私たちの足元の自治体はどうなっているか、地域の自然エネ・

再エネの資源にはどうなっているか、自治体への要求を政策化し、運動化することが大切だ

と思います。住民の世論と運動がなければ、政治は何一つ動きません。 

＊自治体アンケートを使って、他の自治体での取り組みなども参考にしながら、地域のゼロの

会や地域の民主団体・労組が集まって、自然エネ・再エネの取り組みをすすめて欲しい。 

 

３．そうするためには、みんなが取り組めることから始めることが大切。 

＊環境問題ではよく「Think globally」「Act Locally」と言われますが、その両方が大事だと

思います。大きな視点で捉えるとともに、地域で具体的な取り組みを進めることが大切です。

ＣＯＰという国際会議でいくら合意・確認しても、各国で具体化されなかったら気候危機対

策は進まないと同じです。 

⇒3.11 直後の「自然エネルギー・再生可能エネルギーって何？」から、今では「自然エネ・

再エネ、じゃあ、地域で一体どんな事をしたらいいの？」の声が上がっている。 
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＊地域で進める場合、みんなが取り組めることから提起し、少しずつ運動の輪を広げ、水準を

上げていくことが大切だと思います。 

 

４．ゼロの会の「各自治体への要望書」の特徴 

＊ゼロの会がまとめた「各自治体への要望書」はそういう視点でまとめました。 

・先ず最初に、①省エネ・エコライフの実践（減らす・変える）、②自然エネ・再エネによる

創エネ（創る）、③学習・教育（学ぶ）、④ＣＯ2を吸収する公園や森林の保全（守る）と言

った具体的な施策 

・そのうえで、それらを取り組むための調査活動や人と予算を増やすこと、地元経済の活性

化と育成など基本的な課題を掲げ、取り組むことを提案。 

・さらに、それを本気で取り組むために石炭火力発電や原発についての基本的な立場、スタ

ンスを明確にして取り組むことが重要を強調、という構成にしています。 

＊ぜひ参考にして、検討してください。 

 

（３）秋に計画している「自然エネ推進運動交流集会」の成功に向けてご協力を 

自然エネ・再エネの様々な取り組みとともに、省エネやエコライフ、気候変動・地球温暖化

対策、脱炭素・脱原発などの取り組み、さらには行政への働きかけ、自然エネ・再エネに熱心

に取り組む市民本位の自治体づくりなど、運動の面も含めて交流しようという企画です。 

＊開催日時 2023 年 9月 10 日(日)AM10～PM5 

＊開催方法 会場＆Zoom 

＊募集するテーマと内容例 

①省エネ・エコな生活への切り替えの実践報告 

＊わが家の省エネの取り組み 

＊個人や事業所での脱炭素(化石燃料を使わない、減らす)の取り組み 

②太陽光や小水力、バイオ発電、市民共同発電など創エネの経験報告 

＊わが家の創エネの取り組み 

＊太陽光などを中心とした創エネの取り組み 

＊府民共同発電所からの報告 

③自然エネ・再エネを学び、育てる取り組み 

＊幼稚園・保育園児、小～高校生への環境学習・環境教育の取り組み 

＊中～高校生での気候危機・温暖化防止や自然エネ・再エネの取り組み 

④自治体・行政・議会への働きかけの経験と成果 

＊自然エネ・再エネ推進のための補助金・助成制度づくりの経験、守った経験 

＊自治体の気候変動対策やエネルギー政策の現状や課題 

＊地域・行政区での住民による「自然エネ推進政策」づくりの経験 

⑤その他、脱炭素・ＣＯ2削減、省エネ・創エネについての様々な取り組み 

 

＊ゼロの会の枠を超えて幅広い人たちが、様々な取り組み、自然エネ・再エネを推進する様々

な府民運動が結集され、交流される場となるようご協力をお願いしたい。 

 

以上 

43



44



45



46



47



ノーモア・ミナマタ第 2 次近畿国賠訴訟 昨年 12 月に結審 

～判決は 9 月 27 日 原告全員の救済を～ 

 

ノーモア・ミナマタ近畿第２次国賠訴訟弁護団 

団長 弁護士 徳井 義幸 

 

１ はじめに 

日本の公害の原点といわれる水俣病が確認されたのは 1956（昭和 31）年 5 月、既に

66 年を超える歳月が経過しています。大阪地裁では 2014（平成 26）年 9 月に提訴、そ

の後の追加提訴で 130 名の原告が水俣病被害者としての救済を求めて被告国・熊本県・

チッソを相手方として損害賠償請求訴訟を戦ってきました。同様の訴訟が熊本地裁では

原告 1424 名で、東京地裁では原告 86 名で戦われています。 

これまでにも各種の訴訟や行政救済システムにより約 7 万人余りの被害者の救済が

実施されてきました（別図 1 参照）。 

 

【別図１】 

 

 

 

 

 

しかしチッソの工場排水でメチル水銀に汚染された魚介類を日常的に摂食していた

住民は不知火海一円に及んでおり約 20～30 万人余りに達します。また、チッソの水銀

の排出は 1932（昭和 7 年）から 1968（昭和 43 年）までの 36 年間にもわたっています。

従って、被害者としての声をあげることもなく亡くなられた方も多数いるうえに、まだ

まだ潜在的被害者も多数いることは当然のことなのです。 

ところがメチル水銀汚染の被害の実態を科学的には把握する環境・健康調査が実施さ

れなかったために、その場限りの救済策が繰り返される結果となり、未救済の被害者が

置き去りにされてきたのです。全ての水俣病被害者救済のためには健康調査と恒久的な

救済システムの確立が求められているのです。現在では水俣病の被害者団体が統一的な

要求として健康調査の実施を要求しています。 

また被害者救済特措法も被告国にメチル水銀と健康被害についての調査を義務付け

ていますが、被告国は未だにこれを実施していません。それどころか医学的根拠もなく

脳磁計やＭＲＩによって水俣病の診断が可能であるかの如き研究を発表し、更なる被害

者の切り捨てをすすめようとしているのが実情です。従って改めて水俣病被害について、

被告国、熊本県、チッソの責任を断罪する判決により、それを契機として救済の道筋を

作るしかないのが現状です。 
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２ 近畿訴訟の展開 

近畿訴訟の原告らは地元熊本や鹿児島でメチル水銀に汚染された魚介類を食べて水

俣病に罹患しましたが、遠くふるさとを離れて手足などのしびれ、震え等に苦しみなが

らこれまで未救済のままで放置されてきた人たちです。昭和 30 年代初めの急性劇症の

重症の患者とは異なり、長期間の微量汚染による慢性の水俣病患者であり見た目は健康

な人と変わらないためにその苦しみが理解されないままできました。裁判所では原告ら

３０名が長きにわたる水俣病に伴う日常生活や職業上の様々な困難を訴える証言をし

て救済を訴えてきました。 

 一方被告国らは、水俣湾とその周辺海域の狭い範囲でしかメチル水銀汚染はない、あ

るいは昭和 43 年 5 月にメチル水銀の排出はなくなり 44 年以降は汚染はなくなったとし

て、居住地域や出生年代を理由に原告らが水俣病であることを否定してきました。しか

し水俣病被害者救済特措法での水俣病救済患者の分布は水俣湾やその周辺地域に限ら

ず水俣の対岸である天草諸島を含む不知火海一円や山間部にも及んでおり被告国らの

主張の矛盾と破綻は明確になっています（別図 2 参照）。 

 

【別図２】 
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３ 近畿訴訟での勝訴判決で水俣病被害者の救済へ 

 近畿訴訟は昨年原告 30 名の本人尋問を終了し、9 月には裁判所が水俣や不知火海一

円の現地を船上から見聞するなどの審理をへて 12 月 21 日に 8 年余りにわたる審理を終

了する最終弁論を実施しました。そして判決が今年の 9 月 27 日に予定されています。

熊本や東京に先立つ最初の判決でありその帰趨によって水俣病被害者の救済と水俣病

問題の解決の方向が見えてくることになります。 

 水俣病公害は、被告チッソによる企業利益優先のために地域住民の生命と健康を一顧

だにしない企業活動とそれを放置し援助してきた行政の結託が生み出した企業犯罪、権

力犯罪そのものです。この構造は日本の戦後社会のあり方そのものであり、これを断ち

切ることなくして公害、環境問題の解決はあり得ません。 

 また、公害の原点、水俣病被害者の救済なくして公害の根絶はあり得ません。全ての

公害被害者の救済に向けて、皆さんの暖かいご支援を改めてお願いするものです（別図

3 参照）。 

 

【別図３】 

50



建設アスベスト訴訟報告―その成果と新たな闘いに向けた課題 

大阪アスベスト弁護団 弁護士 江 藤 深 

１ 建設アスベスト訴訟とは 

  建設アスベスト訴訟は、建設現場でアスベスト（石綿）を含む建材から飛び散った粉じんを吸い込

み、石綿肺、肺がん、中皮腫といった重い病気にかかった建設作業従事者やその遺族が、国、そして

石綿建材を製造販売した建材メーカーを相手取り、損害賠償を求めた裁判です。訴訟は２００８年５

月、東京地裁に東京第１陣の訴えが起こされたのを皮切りに、横浜、札幌、京都、大阪などの裁判所

に提訴が相次ぎました。 

 

２ 最高裁判決までの道のり 

  全国的な動きとなった建設アスベスト訴訟ですが、立証活動には大きな壁が立ちはだかりました。

建設作業従事者の多くは、長期間の就労の中で、無数の現場を渡り歩き、無数の建材を取り扱ってい

ます。加えて、石綿は数十年の潜伏期間を経て、病気を発症させるという特徴があります。いつ、ど

こで、どのメーカーの建材から発生した石綿粉じんを吸って病気になったのか？因果関係を証明する

のは至難の業でした。 

また、幾重もの下請構造が存在する建築現場では、特定の企業に属さない「一人親方」と呼ばれ

る人々もたくさんいます。「労働者」ではないのだから、労働関係の法律の保護は受けないという極

めて形式的な議論も幅を利かせていました。２０１２年５月の神奈川１陣訴訟の横浜地裁判決は、

国、建材メーカーのいずれの関係でも原告全面敗訴でした。 

しかし、膨大な文献の検討、全国的な協働により精緻化した弁護団の主張、そして何より被害

者、遺族からの救済に向けた訴えが、徐々に裁判所の認識を変えるようになりました。結局、下級

審（地裁、高裁）の結果は、国との関係で１４回、建材メーカーとの関係で８回の勝訴判決を得る

に至りました（逆に言えば、国はこれだけ負けを重ねても争い続けましたし、メーカーに至って

は、今なお争い続けているということです）。 
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３ 最高裁判決の歴史的意義と誤り 

  そして２０２１年５月１７日、最高裁は東京、神奈川、京都、大阪の４つの１陣訴訟について、国

と建材メーカー双方の損害賠償責任を認める判決を言い渡しました。なんと最初の提訴から１３年、

その間にも多くの命が失われました。 

  最高裁判決の内容は、まず国との関係では、１９７５年から２００４年までの期間、内装工、大工、

電工、現場監督といった屋内作業に従事し、石綿を原因とする病気を発症した人について、その責任

を認めました。とりわけ労働者のみならず、一人親方との関係でも国の責任が認められたことは、画

期的な成果です。またニチアス、ノザワ、エム・エム・ケイをはじめとする建材メーカー１０社の不

法行為責任も認めており、全国の被害者救済にもつながり得るものでした。 

  一方で、最高裁は、外装工、屋根工といった屋外作業に従事した人との関係では、国、建材メーカ

ーのいずれの責任も認めませんでした。また解体作業に従事した人との関係では、建材メーカーの責

を否定しました。 

外装材を屋内で切断して粉じんが舞うことはありますし、屋外であろうと解体現場であろうと、石

綿の危険性、粉じんの発生する可能性を分かっていながらその対策を怠ることは、あってはならない

ことです。これらの部分についての最高裁の認定は、建設現場の実態を踏まえないまま、職種により

救済の線引きをするという極めて不当なものです。 

 

４ 全国的な闘いの成果―行政制度への結実 

  最高裁判決を受け、当時の菅義偉首相は、原告代表者らと面会し、謝罪の意を示しました。また弁

護団と国は速やかに協議し、すでに裁判を起こした原告とは和解による早期解決を目指すこと、未提

訴の被害者については裁判をせずに行政手続により補償をする制度をつくること等を内容とする基本

合意書が判決翌日には結ばれました。 

国は基本合意書に沿い、被害者、遺族に対し５５０万円から１３００万円が支払われるという制

度を創設しました。建設アスベスト給付金制度は２０２２年１月に運用が始まり、すでに多くの人

が給付金の支給をされています。制度の確立は、多くの原告が長年にわたり闘い、勝ち取った最高

裁判決の大きな成果です。 
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５ 最高裁判決後の課題―きわ立つメーカーの消極姿勢 

  かつて大量の石綿建材を売りさばき、巨額の利益を獲得した建材メーカーは、下級審で負けを重ね、

最高裁判決でその責任が指弾されてもなお、訴訟内外での和解や制度的な解決に後ろ向きの姿勢を崩

していません。遅きに失したとはいえ、最高裁判決後にスピーディーに行政制度を作っていった国と

比較すると、その姿勢は極めて異様に映ります。 

  最高裁判決の不当な部分を乗り越え、メーカーの責任をなお追及するという意味で、建設アスベス

ト訴訟はまだ終わっていません。最高裁は２０２２年２月、今度は九州１陣訴訟について、福岡高裁

判決に対する建材メーカーの上告を受理しないという決定をしました。高裁判決では、内装材メーカ

ーはもとより、外装材、屋根材を製造したノザワ、ケイミューの責任も認められていましたので、こ

の最高裁決定は、前年の最高裁判決を今一歩前進させた内容です。 

今年は京都、大阪地裁がそれぞれ、京都２陣訴訟、大阪２、３陣訴訟の判決を言い渡します。私た

ちは、建材メーカーに被害救済に向き合わせるための最後の一押しとすべく、１陣訴訟の最高裁判決

後も奮闘してきました。裁判という被害者に重い負担を背負わせる手続きを経ずに、建材メーカーか

らも補償を受けられるような仕組みづくりのためには、法廷のみならず、全国の市民の皆さんの支援

が欠かせません。これからも、建設アスベスト訴訟へのご理解、ご支援をよろしくお願い致します。 
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原発賠償関西訴訟   

ふつうの暮らし 避難の権利  つかもう安心の未来  

弁護団事務局長 白倉典武 

 

 ２０１１年３月１１日発生した、我が国最大級の公害ともいえる福島原発事故を理由と

して、関西などへの避難者やその家族が原告となって国と東京電力を被告として大阪地裁

に提起した損害賠償請求事件は、今年の９月に訴え提起から１０年を迎えます。他の裁判

所で先行する同種の集団訴訟では、既に最高裁判所の判決がなされたものもあります。最

高裁判所は、国の責任を否定し、また認められた損害賠償の額は極めて不十分です。最高

裁判所の判決がありましたが、今なお、全国各地で、地裁段階の事件も含めて多数の事件

が係属しています。全国の被害者は、国の責任を否定し、また、不十分な賠償しか認めな

かった最高裁判決を変更させるため、力をあわせて裁判を続けています。 

  
国の責任を否定した最高裁判決は、原子力安全規制法令の趣旨・目的について検討しな

いまま福島原発事故前における国の怠慢な原子力行政を追認したものです。私たちは、裁

判において、福島原発事故に至る我が国の原子力行政のあり方について批判し、福島原発

事故に至る国や東京電力の対応は万が一にも原子力災害を起こさないという原子力規制法

令の趣旨・目的には反するものであることを指摘しました。最高裁判所に対して、過去の

原子力行政が、万が一にも原子力災害を起こさないという法令の趣旨・目的に適うもので

あったのかについて判断することを求めたのです。ところが、最高裁判所の多数意見は、

この点については全く触れませんでした。そして、規制権限を行使していたとしても福島

原発事故を防ぐことができなったという論理で長期間規制権限の行使をしてこなかった国

の責任を否定しました。その理由は、経済産業大臣が規制権限を行使したとしても、東京

電力は「長期評価」に基づき試算した津波と同様の津波に対応する防潮堤を設置した蓋然

性が高く、他方、本件津波とこの試算津波とは挙動が異なるために、本件事故を防止でき

なかったから、というものでした。何もしていないのに、どうせ対策をしても事故は防げ

ないかったであろうから責任がないという信じられない論理で国の責任を否定したので

す。 
 
この最高裁判決には、三浦守裁判官の反対意見が付されています。三浦反対意見は、原

子力安全規制法令の趣旨・目的を丁寧に説明したうえ、「長期評価」を規制権限行使の基

礎とすることの合理性を認めました。そして、長期評価を前提とする事態に即応し、保安

院及び東京電力が法令の趣旨・目的に従って真摯な検討を行っていれば、適切な対応を取

ることができ、それによって本件事故を回避できた可能性が高いと述べ、本件地震や本件

津波の規模等にとらわれて、問題を見失ってはならないと多数意見を厳しく批判していま

す。この三浦反対意見は、多数意見が否定した区画や建屋の水密化等の対策が求められ、

実際にそのような対策をとったであろうとして福島原発事故は避けられたとし、国の責任

を認めるべきであるとしました。 
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福島原発事故以前から、水密化が行われていたことは客観的な事実であり多数意見は明

らかに事実認識を誤っています。三浦反対意見が述べるとおり、原子力規制関連法令の趣

旨・目的を踏まえること、水密化など防潮堤以外の対策も以前から実際に行われていたこ

となど、最高裁多数意見の誤りを指摘し、国の責任を認める判決をえるべく努力を続けて

いきます。 
 
また、損害額の認定については、同種事件について今までになされたどの判決でも、認

められた賠償額は被害に見合ったものとは到底言えません。原子力損害賠償紛争審査会は、

確定した裁判例等を踏まえて新たに議論を行い、２０２２年１２月２０日に原子力損害賠

償に関する中間指針５次追補を公表しました。ここでは、損害賠償に関する東京電力の対

応を批判するなどしてはいるものの、確定した裁判例を基本に考えていることから賠償の

範囲や金額については極めて不十分な内容にとどまっています。避難指示等を受けて避難

を余儀なくされた被害者について、被害を充分に回復する内容とはなっていません。また、

特に、避難指示等対象区域外の被害者についてはほとんど検討がなされていないと言って

よい内容です。 
 
原発賠償関西訴訟では、福島原発事故によって放出された放射性物質による健康への悪

影響を避けるために、避難指示等対象区域の外側から避難した原告やその家族が多く原告

になっています。避難指示等対象区域外でも、公衆の被ばく線量限度年間１ミリシーベル

トを超える被ばくをするであろう地域、あるいは放射線管理区域の基準である１平方メー

トルあたり４０，０００ベクレルを超える放射性物質による土壌汚染がある地域が広がっ

ています。年間１ミリシーベルトを超える被ばくをするおそれのある地域や放射線管理区

域で居住することは本来認められていません。したがって、このような地域はから、放射

線被ばくを避けるために避難すること、空間線量や土壌汚染の程度がなくなるまで避難を

し続けることは当然認められるべき行為です。したがって、避難し、避難を継続すること

によって被った損害は、当然、填補されなければなりません。ところが、今までの同種事

件に関する判決では、避難指示等対象区域外の被害者については、ほとんどが、中間指針

追補にいうところの「自主的避難対象区域」内の被害者に限った上で、ごく短期間の避難

等についてのみ被害を認めているに過ぎないのです。 
 
原発賠償関西訴訟では、近く、本人尋問が始まります。そこで、原告の被害がどれほど

重大なものであったのかを裁判所に伝えて、被害に見合った賠償を認定させることが必要

となっています。 
尋問の際には、多数傍聴いただき、ご支援をいただきたくお願い申し上げます。 

55



56



57



 

 1  

 

     

N O xP M  

       

 

     

                        

 

      

    

        

  

4 7  

      

 

   

   

  

 

      

 

  

 

58



 

  

 

 

 

 

 

 

           

                   

   

    

    

     

 

 

 

 

    

 

59



 

 

 

       

   

   

  

  

    

 

 

 

 

       

     
 

 

     

 

     

   

   

60



 

        

  

 

 

     

 

  

 

  

 

 

    

 

    

     

 

 

 

  

  

61



 

 
  

 

 

 
 

 
  

 

 
 

  
 

 

 

 
 

  
 

 
 

 

 
 

 

62



 
     

   

 

     

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

63



未来への責任−PFOA 汚染の調査・対策を求めて 

  大阪府摂津市からの報告 

日本共産党摂津市議会議員  増永 わき   

PFOA とはなにか？ 

 焦げ付かないフライパン、防水・防汚加工の衣類、ハンバーガーの包み紙や化粧品など、様々
な用途に使われてきた耐水性・耐油性に優れた有機フッ素化合物 PFAS（ピーファス）。しかし、
自然界では分解しない有害物質として国際的に規制が広がっています。PFAS は 4700 種類あると
も言われますが、中でも沖縄米軍基地などからの排出が問題になっている PFOS（ピーフォス）
と大阪府摂津市で全国一高濃度で検出された PFOA（ピーフォア）は、発がん性や低体重児の出
生、発達毒性など人体への健康被害も指摘され、2019 年までに残留性有機汚染物質に関するスト
ックホルム条約（POPs 条約）で製造・使用が原則禁止されました。日本でも水の暫定目標値
（PFOA・PFOS 合計で１ℓ当たり５０ng）が定められ、環境省が全国の地下水等の調査を行いま
した。2020 年６⽉、私たち摂津市の住⺠は、この環境省調査を報じた毎日新聞の記事で、我がま
ちの地下水の高濃度汚染を知ることになりました。摂津市の高濃度のほとんどは PFOA によるも
のです。 
 

汚染源はダイキン 

市⺠の問合せに対して、摂津市はすぐに「地下水は高濃度だが飲用には使用しておらず、水道
水は安全」と説明しました。「汚染源はわからない」とも。しかし、実は PFOA 汚染はすでに 2007
年の大阪府議会で問題になり、汚染源は摂津市に立地するダイキン工業株式会社淀川製作所であ
ることもわかっていました。エアコン等で有名なダイキンは、世界８大メーカーの一つに数えら
れる PFOA 製造企業だったのです。摂津市は 2009 年から毎年、府とダイキンで「PFOA 対策連
絡会議」なるものを市⺠にも議会にも知らせず行っていました。会議録には、市⺠の命と健康よ
りも大企業の利益を守る市の発言が記録されていました。 

 

市⺠の血液からも高濃度 

ダイキン周辺の畑で農作物を作り、それを⾷べている住⺠が不安を感じ、自ら研究者を探し、
畑の⼟壌・井⼾水・農作物・自身の血液を検査しました。その全てから高濃度の PFOA が検出さ
れたため、住⺠は市に対し、水だけではなく⼟壌や農作物、人への健康影響の調査を求めました。
なんと、血液中の濃度は非汚染地域の７０倍でした。地下水を飲んでいなくても大変な影響が出
ていることが判明しました。ところが市は全く動こうとしません。 

私たち日本共産党摂津市議団は、これは見過ごせない問題であると、議会で取り上げるだけで
なく、⻑年この PFAS 汚染を研究して来られた小泉昭夫京都大学名誉教授を招いての学習会の開
催や市内全域へのチラシの配布など、問題の重大さを市⺠に伝える活動を行いました。周辺の小
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学校の保護者らから不安の声が上がり、市と教育委員会に要望書が提出されるなど市⺠も声をあ
げ始めました。ダイキン周辺で農作物を作っている住⺠はさらに９人が血液検査を行い、全員が
高濃度であることを市や市議会に訴えました。「PFOA 汚染問題を考える会」が立ち上がり、調査・
対策を求める要望署名が市に提出されました。市⺠の声の広がりを受けて、共産党だけでなく全
ての議員がこの問題に関わらざるを得なくなり、2022 年３⽉、摂津市議会全会一致で「PFOA 等
による健康影響の解明及び指針等の整備を求める意見書」が可決されました。市もようやく重た
い腰を上げ、国へ調査を要望するようになりました。 
 

ダイキンの責任 

 2022 年 6 ⽉、新たに住⺠ 11 人が血液検査を行いました。ダイキン周辺に 18 年以上住む 36〜
86 歳、男性４人・女性７人です。11 人の PFOA の平均値は非汚染地域の３倍、11 人中 7 人が高
濃度、最高値は 17.１ng/ml で非汚染地域の６倍以上でした。この人々は農作物を作って⾷べてい
るわけではなく、地下水も飲んでいません。原因は過去の汚染ではないかと考えられます。PFOA
は体内での残留期間が非常に⻑い物質です。自然界でも人の体内でも残留し続ける、「永遠の化学
物質（フォーエバーケミカル）」と呼ばれる所以です。 
 ダイキン工業淀川製作所は 2012 年に PFOA の製造を全廃しましたが、いったい過去にどれだ
けの PFOA を排出してきたのでしょうか。ダイキンは企業秘密だとして公表しません。 

1960 年代後半からダイキンの PFOA 製造は開始されますが、30 年以上も地域の水路に排水を
そのまま垂れ流してきました。1999 年ようやく下水に接続しますが、それによって PFOA は、広
域下水処理場を通して安威川に放出されることになりました。2003 年の京都大学チームの調査で
は、安威川から１ℓ当たり 67,000ng（現在の暫定目標値は 50ng）が検出されています。大量の
PFOA は安威川から神崎川を通じて大阪湾へ流れ込み、逆流して淀川からも 140ng 検出、淀川か
ら取水する水道水も汚染されていました。2004 年頃からは汚染水を活性炭で濾過してから排水す
るようになり、製造をやめて 10 年が経つ現在も、敷地内の地下水を汲み上げ活性炭処理を続けて
いますが、それでも超高濃度の汚染は解消しません。ダイキンは値を公表しませんが、公共下水
に流す処理後の水も暫定目標値の１０倍以上の濃度のようです。製造当時は大気にも大量排出し
ていました。地域の住⺠は、⻑年水や大気の汚染に晒され続け、それが体内に残り、現在も血液
から高濃度で検出されるというわけです。 
 ダイキンの責任は、PFOA 大量排出の張本人というだけでなく、健康被害なども十分知って排
出し続けたことにもあります。1981 年、ダイキンと同じく PFOA 製造の世界８大メーカーの一
つ、デュポンの工場で女性従業員２名から先天性欠損症の子どもが誕生しました。2000 年、アメ
リカ環境保護庁 EPA が PFOA の危険性を警告します。2002 年、８大メーカーの一つ、３M は人
体への危険性を理由に PFOA の製造を中止、市場から撤退します。ダイキンは PFOA の有害性に
ついて十分認識していたはずですが、その後も 2012 年まで製造・大量排出を続け、現在も敷地外
には責任はないと言い張っています。 
 

PFAS による健康被害−欧米の新たな基準 
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米国環境保護庁 EPA は昨年 6 ⽉、代替物質も含めた PFOA 等の規制を強化しました。少量の摂
取でも健康に悪影響を及ぼす可能性があるからです。また、米国学術会議「全米アカデミーズ」
は、医療機関の手引きとして主要 PFAS の血中濃度が２ng/ml を上回る患者は脂質異常症や妊娠
高血圧症、乳がんなどの発症に注意を払う必要があると指摘、さらに 20ng/ml を超える患者は甲
状腺の病気や腎臓がん、精巣がん、潰瘍性大腸炎の発症についても注意を要するとしているそう
です。また、ドイツの疫学研究に基づく「ヒト・バイオモニタリング」制度では、PFOS では 20ng/ml、
PFOA では 10ng/ml を超えると健康上のリスクが生じ、早急に被曝量を減らす必要性があるとし
ているそうです。PFAS は内分泌撹乱物質として欧米では規制が強化されています。遺伝子にも
作用し、次世代の性ホルモン等にも影響することは日本でも「環境と子どもの健康に関する北海
道スタディ」として２世代に渡っての研究が重ねられているところです。目に見えない健康被害
が立ち現れてくるのが未来の世代においてであるということは、この公害の恐ろしさを私が最も
感じているところです。そして、ダイキン工業淀川製作所では 2012 年に PFOA を全廃しました
が、それに代わる代替物質が使われており、それについてはなんの規制も調査も行われていない
ことが不安な思いをさらに掻き立てます。まずは PFOA に焦点を当てていますが、代替物質はな
んなのか、新たな公害が発生していないのかを明らかにすることが今後の課題だと認識していま
す。 
 

遅すぎる日本政府の対応 

 市⺠の運動に押され、大阪府・摂津市は調査等を国に要望しました。国会でも取り上げられ、
国は今年度ようやく⼟壌・農作物の調査に踏み出しました。今年 1 ⽉には環境省と厚労省の合同
会議がスタートし、2 ⽉には水質汚濁防止法の対象に PFOS と PFOA が入ることになりました。
しかし、欧米等の PFAS 規制強化の動きに比べ、日本政府の動きは大変遅いと言わざるを得ませ
ん。現在は水の暫定目標値しかなく、汚染水を飲まないようにという「手引き」の文言を繰り返
すばかりですが、汚染水を飲んでいなくても住⺠の血液から高濃度の PFAS が検出されたことに
正⾯から向き合うなら、住⺠の健康影響調査・疫学調査を今すぐ開始すべきです。そして汚染源
を特定し、汚染に曝されないためにどうするのか、すでに汚染に曝された人にどのような対処を
するのか、本気の取り組みが求められます。ところが、日本政府は「水質汚濁防止法では、事故
が起きて対象物質が漏れたときには届出義務があるが、PFOS 使用の泡消化器を使って消火活動
をすることは事故ではないから届出義務は発生しない」「PFOA を大量排出して汚染を広げていて
も過去の排出なら問題にしない。暫定目標値を超える日常的な排水も事故でないから届出義務は
ない」と、ザルのような規制を作り、「やってる感」だけだと言わざるを得ません。公害の歴史を
見れば、被害拡大の原因は、住⺠の命や健康よりも企業利益を優先し対策を行わなかったことに
あります。国も自治体もその教訓に学ぶべきです。しかし、大阪府も摂津市も国に倣って、自ら
動こうとしません。また、この間大手マスコミはダイキン発出の PFOA 汚染に対して沈黙を続け
てきました。私たちの元には何人もの記者が取材に来ましたが、記事や番組になることはありま
せんでした。今年 1 ⽉ 31 日「毎日放送が取材に来て、初めて放送すると言っています。」と、最
初に血液検査をしたダイキン近くの住⺠から電話がありました。確かに初めて放送されましたが、
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「摂津市」「ダイキン」という言葉は一切ありませんでした。大企業への「忖度」なのでしょうか。
しかし、世界の流れの中で、国も自治体もマスコミも、目をつぶってはいられないところには来
ています。未来の世代にも影響し得るこの公害に対して、私たちは現在インターネット署名にも
取り組んでいますが、さまざまな形で運動を広げ、声を上げ続け、世論を作り、国や自治体を動
かしていく責任があると決意を新たにしています。 
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  今 こ そ 学 校 に 環 境 教 育 を  
              （ 公 害 を な く す 会 測 定 研 究 会 ２ ０ ２ ２ 年 度 年 報 記 事 か ら 転 載 し ま し た ）  
                       環 境 教 育 研 究 会  澤 田  史 郎   
    
  は じ め に  
  環 境 教 育 が 学 校 で 取 り 上 げ ら れ る こ と が 多 く な っ て い る 。 私 の 勤 務 す る 高 校 で も 授 業 の 中 で
環 境 問 題 が 取 り 上 げ ら れ て こ と を よ く 見 か け る 。 こ れ は 気 候 変 動 問 題 や プ ラ ス チ ッ ク に よ る 海
洋 汚 染 な ど 環 境 を 巡 る 問 題 が 多 く ニ ュ ー ス の 中 で 取 り 上 げ ら れ る な ど 、 環 境 問 題 が 人 類 の 生 存
そ の も の に 関 わ る 深 刻 な 問 題 で あ る と い う こ と が 社 会 的 な コ ン セ ン サ ス と な っ て き て い る こ
と 、 学 校 教 育 の 中 で 従 来 の 教 員 主 導 の 指 導 中 心 の 授 業 か ら 生 徒 自 身 が 主 体 的 に か か わ る 授 業 が
要 求 さ れ る よ う に な っ た こ と な ど が 反 映 さ れ て い る 。 こ の よ う に 、 今 、 環 境 教 育 が 取 り 上 げ ら
れ 実 践 を 広 げ て い く 機 会 が 多 く な っ て い る こ と は 非 常 に 重 要 で あ る 。  
 そ も そ も 教 育 の 目 的 で あ る 平 和 的 な 国 家 社 会 を 担 う 人 格 の 完 成 を 実 現 す る た め に 「 生 命 の 尊
重 」 や 「 環 境 の 保 全 」 は 学 校 教 育 の 重 要 な 柱 と し て 位 置 づ け ら れ な く て は い け な い 。 小 学 校 、
中 学 校 、高 校 の 各 発 達 段 階 に 応 じ て 全 て の 教 科 科 目 の 学 習 内 容 の 中 に「 環 境 問 題 や 公 害 」、「 平
和 」 、 「 人 権 」 、 「 平 等 」 と い っ た 事 柄 の 学 習 が 総 合 的 に 展 開 さ れ る こ と が 、 い ま 求 め ら れ て
い る 。  
 １ １ ⽉ に 大 阪 教 育 の 集 い の 「 環 境 と 公 害 分 科 会 」 が 行 わ れ た 。 こ の と こ ろ 決 ま っ た レ ポ ー タ
ー の 数 本 の 報 告 し か 出 て こ な い こ と が 多 か っ た が 、 今 年 は 報 告 本 数 が ７ 本 、 そ の 中 に は 初 め て
報 告 す る 若 手 教 員 の 「 気 候 変 動 問 題 の 授 業 」 や 「 オ ラ ン ウ ー タ ン と パ ー ム 油 の 授 業 」 な ど 新 し
い 切 り 口 の 報 告 が 提 案 さ れ た 。  
 こ う い っ た 環 境 教 育 に 関 わ る 状 況 の 変 化 を 踏 ま え て 、 環 境 教 育 の 現 状 と 課 題 、 今 後 の 活 動 に
つ い て 検 討 し て み た い と 考 え る 。  
  。  
 【 １ 】 環 境 教 育 研 究 会  
 １ ９ ７ ０ 年 代 に 大 気 汚 染 を 中 心 に 住 ⺠ の 健 康 が 大 き く 損 な わ れ る 状 況 の 中 で 公 害 反 対 の 運 動
が も り あ が っ た 。 地 域 の 住 ⺠ 運 動 と 連 帯 す る か た ち で 、 学 校 の 中 で も 環 境 公 害 教 育 が さ か ん に
行 わ れ た 。 こ の よ う な 中 で 環 境 教 育 研 究 会 は 大 教 組 の 教 育 研 究 集 会 な ど を 舞 台 に ５ ０ 年 に わ た
っ て 大 阪 で の 環 境 教 育 を 推 進 す る 中 心 と な っ て き た 。 た だ 近 年 、 教 育 の 集 い 大 阪 の 「 環 境 と 公
害 分 科 会 」 は 参 加 者 数 、 報 告 数 が 減 少 す る 状 況 が 見 ら れ て い た 。 し か し 、 上 記 の よ う に こ こ 数
年 、 環 境 問 題 、 学 校 教 育 を 巡 る 状 況 が 変 わ る 中 、 少 し ず つ 変 化 が 起 こ っ て き て い る 。  
 環 境 教 育 研 究 会 の ２ ０ ２ ２ 年 の 研 究 会 活 動 で 特 徴 的 な も の を 列 挙 す る 。 大 阪 教 育 文 化 セ ン タ
ー を 拠 点 に 環 境 教 育 研 究 会 は コ ロ ナ 禍 等 で 開 催 し に く い 時 期 も あ り な が ら も 、 お お む ね ⽉ に 一
回 の 例 会 開 催 を 維 持 し て い る 。 参 加 人 数 も ３ 〜 ４ 名 だ っ た 前 年 に 比 べ て 、 今 年 は １ ０ 名 近 い 参
加 者 が 集 ま る こ と も 起 こ っ て き て い る 。 新 た な 若 い 報 告 者 も 増 え 、 報 告 内 容 も 多 様 に な っ て き
て い る 。  
 
 （ １ ） 学 校 で ソ ラ ダ ス 学 習 会  
 ２ ０ ２ １ 年 ５ ⽉ の「 ソ ラ ダ ス ２ ０ ２ １ 」に あ わ せ て「 学 校 で ソ ラ ダ ス ２ ０ ２ １ 」を 実 施 し た 。 
こ の 経 過 は 昨 年 の 年 報 で 報 告 し た が ６ ６ 校 の 参 加 が あ っ た 。 澤 田 は 、 こ の 結 果 に つ い て の 報 告
学 習 会 を 参 加 し た 学 校 の 教 員 や 高 校 生 を 対 象 に 実 施 し た 。 ソ ラ ダ ス の 結 果 の 分 析 と Ｎ Ｏ ２に つ
い て の 簡 単 な 実 験 、 人 体 へ の 影 響 と 健 康 被 害 、 と い っ た 内 容 で あ っ た が 、 参 加 し た 生 徒 教 員 か
ら 「 大 気 汚 染 に つ い て 深 く 学 ぶ こ と が で き た 。 」 と い っ た 感 想 が 出 さ れ た 。 参 加 し た 学 校 の 中
か ら 「 公 害 を な く す 会 」 の 実 施 す る 自 主 測 定 に 参 加 し た 学 校 も 出 た 。  
 
 （ ２ ） 日 中 戦 争 と 毒 ガ ス  
 戦 争 に つ い て の 検 証 が 色 々 行 わ れ て い る が 、 日 中 戦 争 で 毒 ガ ス が 使 わ れ 悲 惨 な 状 況 に な っ た
こ と は あ ま り 一 般 に 知 ら れ て い な い 。 旧 日 本 軍 が 中 国 戦 線 で 大 規 模 な 毒 ガ ス 戦 を お こ な っ た こ
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と が 戦 後 の 調 査 で あ き ら か に な っ て い る 。 中 国 で 行 わ れ た 毒 ガ ス 戦 の 実 態 と 、 戦 後 の 毒 ガ ス の
処 理 に つ い て 会 員 の 楠 本 さ ん か ら 報 告 が あ っ た 。 国 内 で も 毒 ガ ス が た め 池 ・ 海 な ど に 放 棄 さ れ
住 ⺠ の 被 害 が で た 事 例 が あ っ た こ と を 初 め て 知 っ た 。  
 
 （ ３ ） 外 来 生 物 と 生 物 多 様 性  
 箕 ⾯ の ホ タ ル の 保 護 や 外 来 植 物 の 駆 除 な ど の 活 動 に 関 わ っ て い る 石 田 さ ん か ら ３ 度 に わ た っ
て 報 告 が あ っ た 。 外 来 生 物 を 巡 る 生 物 多 様 性 の 危 機 に つ い て は 国 際 的 に も 大 き く と り 上 げ ら れ
る よ う に な っ て き て い る 。 石 田 さ ん は そ の 問 題 の 根 本 と し て ① 開 発 を 巡 る 自 然 生 態 系 の 喪 失  
② 釣 り 、 ペ ッ ト 、 園 芸 か ら の 野 生 化 ③ 人 間 活 動 の グ ロ ー バ ル 化 ④ 気 候 変 動 に よ る 生 息 環 境 の 変
化 の ４ つ を あ げ 、 す べ て 人 間 の 所 為 （ 責 任 ） で あ る と 述 べ て い る 。 生 物 を 巡 る 問 題 で は 、 農 薬
や 遺 伝 子 組 み 換 え ⾷ 品 な ど 生 活 に 大 き く 関 わ っ た 課 題 が 多 く 今 後 と り く み を 強 め て い き た い 。  
 
 （ ４ ） 私 た ち の 生 活 と Ｓ Ｄ Ｇ ｓ  
 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ に 関 わ る 宣 伝 な ど を い ろ い ろ な と こ ろ で 目 に す る こ と が 多 く な っ て い る 。 企 業 や 自
治 体 も か ら ん で そ の 内 容 に は 注 意 を 払 う 必 要 が あ る 。 そ の 最 た る も の は 夢 洲 を 産 廃 や 危 険 物 で
埋 め 立 て た 人 工 島 で 行 う 万 博 を 大 阪 府 が 「 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ を 達 成 す る た め の 事 業 」 と 位 置 づ け て い る
こ と だ が そ の ほ か の さ ま ざ ま な と こ ろ で も 目 に す る こ と が あ る 。 永 井 さ ん は 城 東 区 や 大 阪 市 、
企 業 の 広 報 な ど を 持 ち 込 ん で こ の 点 を 提 起 し た 。 熊 崎 さ ん は 子 ど も 新 聞 の コ オ ロ ギ の 乾 燥 粉 末
を ⾷ 糧 危 機 の 解 決 す る Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の 取 り 組 み と い う 記 事 に つ い て 問 題 提 起 し た 。  
 
 【 ２ 】 こ れ か ら の 環 境 教 育 を 考 え る た め に  
 環 境 教 育 研 究 会 は 年 明 け の ２ ０ ２ ３ 年 １ ⽉ ２ ２ 日（ 日 ）に 環 境 教 育 交 流 会 と い う 催 し を 行 う 。 
こ れ は 学 校 で 環 境 教 育 に 取 り 組 ん で い る 教 員 と 生 徒 、 地 域 で 学 校 教 育 に 関 わ っ て い る 環 境 団 体
な ど に 呼 び か け て 学 習 、 交 流 を 行 お う と い う 趣 旨 で 企 画 さ れ た 。 今 回 が 第 １ 回 目 で あ る が 若 手
の 先 生 方 や 生 徒 も 交 え て 環 境 教 育 に つ い て 考 え る 場 所 に 育 て て い き た い と 考 え て い る 。 以 下 に
資 料 を 添 付 す る 。  
    
    資 料 １  環 境 教 育 研 究 会 ２ ０ ２ ２ 年  活 動 記 録  
 
１ ⽉ １ ５ 日 （ ⼟ ）  １ ⽉ 例 会  教 育 文 化 セ ン タ ー  ７ 名  
     細 河 小 水 力 発 電 の と り く み （ 池 田 市 ）            佐 々 木  
          学 校 で ソ ラ ダ ス  学 習 会 （ 東 淀 川 高 校 ）           澤 田  
     大 阪 市 城 東 区 広 報 誌  Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の あ つ か い          永 井  
 
２ ⽉ ２ ３ 日 （ 水 ）  ２ ⽉ 例 会  教 育 文 化 セ ン タ ー  ｚ ｏ ｏ ｍ 併 用  ８ 名  
          生 物 多 様 性 と 外 来 生 物                   石 田  
     養 殖 か ら 培 養 へ                      永 井  
     ソ ラ ダ ス 健 康 ア ン ケ ー ト に つ い て              澤 田  
 
３ ⽉ ２ ６ 日 （ ⼟ ）  ３ ⽉ 例 会  ｚ ｏ ｏ ｍ  ６ 名  
          日 中 戦 争 で 使 用 さ れ た 毒 ガ ス と 戦 後 の 廃 棄 に つ い て      楠 本  
     企 業 で の Ｓ Ｄ Ｇ ｓ （ 広 報 よ り ）  自 然 エ ネ ル ギ ー 講 座 案 内   永 井  
     ハ ス と ス イ レ ン  化 学 岩 と 生 物 岩              石 田  
     地 球 環 境 と 物 質 進 化 の 授 業                 澤 田  
 
４ ⽉ ２ ５ 日 （ ⼟ ）  ４ ⽉ 例 会  教 育 文 化 セ ン タ ー  ５ 名  
     昆 虫 ⾷ は ⾷ 糧 問 題 を 救 う か                 熊 崎  
     城 東 区 報 よ り                       永 井  
     高 校 化 学 ２ 年 看 護 コ ー ス 期 末 考 査 環 境 問 題 の 問 の 解 答 例    澤 田  
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５ ⽉ ２ ８ 日 （ ⼟ ）  ５ ⽉ 例 会  教 育 文 化 セ ン タ ー  ７ 名  
     地 球 の 歴 史 と 地 球 温 暖 化 の 授 業               熊 崎  
     自 然 エ ネ ル ギ ー 講 座 よ り  和 田 講 演 紹 介                永 井  
     第 ２ ７ 回 環 境 学 校 報 告  有 機 フ ッ 素 化 合 物 汚 染        澤 田  
      
７ ⽉ ２ 日 （ ⼟ ）  ７ ⽉ 例 会  教 育 文 化 セ ン タ ー  ５ 名  
     環 境 と 外 来 生 物                      石 田  
     ヒ ア リ に つ い て                      永 井  
     こ れ か ら の 環 境 教 育 研 究 会 の 活 動 に つ い て          澤 田  
 
９ ⽉ ３ 日 （ ⼟ ）  ９ ⽉ 例 会  教 育 文 化 セ ン タ ー  ６ 名  
     全 国 教 育 の 集 い 環 境 分 科 会 報 告 、 今 年 度 の 環 境 化 学      石 田  
     環 境 教 育 交 流 会 （ 素 案 ） の 提 案               澤 田  
     日 中 戦 争 で 使 わ れ た 毒 ガ ス 問 題 （ 大 牟 田 赤 痢 事 件 ）      楠 本  
     Ｐ Ｆ Ａ Ｓ （ 有 機 フ ッ 素 化 合 物 ） 汚 染             永 井  
          
９ ⽉ １ ９ 日 （ ⽉ ）  環 境 教 育 交 流 会 第 １ 回 打 ち 合 わ せ  ｚ ｏ ｏ ｍ  １ ０ 名  
     環 境 教 育 交 流 会 原 案 討 議  
 
１ ０ ⽉ １ ０ 日 （ ⼟ ）   １ ０ ⽉ 例 会  教 育 文 化 セ ン タ ー  ５ 名  
          学 校 設 定 科 目 「 国 際 問 題 」 ２ 単 位 で と り あ げ た 気 候 変 動 問 題  小 林  
     今 年 度 の エ ネ ル ギ ー 問 題 の 授 業               石 田    
          環 境 教 育 交 流 会 に つ い て                  澤 田  
 
１ ０ ⽉ ３ ０ 日 （ 日 ）   環 境 教 育 交 流 会 第 ２ 回 打 ち 合 わ せ  オ ン ラ イ ン ｚ ｏ ｏ ｍ  ４ 名  
          環 境 教 育 交 流 会 内 容 決 定  
          環 境 教 育 交 流 会 チ ラ シ 作 成 （ １ １ ⽉ １ ５ 日 ）  
 
１ １ ⽉ １ ９ 日 （ ⼟ ）   教 育 の 集 い 大 阪 2022 環 境 公 害 分 科 会  豊 中 市 立 大 池 小 学 校   １ １ 名  
                                    
     エ ネ ル ギ ー 問 題 の 授 業  全 国 教 研 報 告            石 田  
     Ｎ Ｏ ２ 測 定 を 授 業 で 実 施 し て                天 野  
     「 国 際 問 題 」 ２ 単 位 で と り あ げ た 気 候 変 動 問 題         小 林  
          ほ ん の う す っ ぺ ら い 生 物 圏                 永 井    
          オ ラ ン ウ ー タ ン と パ ー ム 油 の 授 業                      安 川  
          今 こ そ 学 校 に 環 境 教 育 を                  澤 田  
     環 境 教 育 の 課 題                      ⻘ ⼭    
 
１ ２ ⽉ １ ０ 日 （ ⼟ ）   府 高 教 研  環 境 公 害 分 科 会  教 育 会 館  １ ０ 名  
     大 阪 湾 に 原 発 汚 染 水                    永 井  
     エ ネ ル ギ ー 問 題 の 授 業  全 国 教 研 報 告            石 田   
          今 こ そ 学 校 に 環 境 教 育 を                  澤 田     
 
１ ２ ⽉ １ ７ 日 （ ⼟ ） １ ２ ⽉ 例 会  教 育 会 館 ７ ０ ５ 号   ７ 名  
     自 然 エ ネ ル ギ ー 講 座  ⻑ 野 県 飯 田 市 自 然 エ ネ ル ギ ー 見 学 報 告  楠 本  
     京 都 科 教 協 原 発 問 題 学 習 資 料 紹 介              永 井  
     1.22 環 境 教 育 交 流 会 最 終 確 認                澤 田         
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     資 料 ２  環 境 教 育 交 流 会 「 集 ま っ て 話 そ う 地 球 の 環 境 私 た ち の 未 来 」 チ ラ シ  
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ウクライナ侵略による平和の破壊と気候・エネルギー危機の進行 

原発・エネルギー・地域経済研究会（吉井研究会） 吉井英勝                  

１）ロシアのウクライナ侵略に悪乗りした「軍拡」「防衛費 GDP の 2％」の大騒ぎ 
ロシアの無法で野蛮なウクライナ侵略戦争は絶対に許せない 
この戦争を利用して「台湾有事」論など大騒ぎして武器産業に関わる財界は大喜び 

  「敵基地攻撃」「先制攻撃」など気軽に発言している 
  80 年前に日本は「真珠湾攻撃」を行って、既に「敵基地先制攻撃」の経験をしている 
  1941 年 12 ⽉ 8 日の攻撃で太平洋戦争に突入し、日本は 4 年足らずで国⼟が焼け野原 
  ハワイと言えばリゾートの島で、真珠湾攻撃の島という歴史を知らない人が多数派 
 
２）ウクライナの映像が示すように家屋も森林も火災で CO２が大量に放出され環境破壊 
３）チェルノブイリ原発の電源破壊、ザポリージャ原発にミサイル打ち込むなど福島事故と

同じ事故を引き起こそうとしている 
  1984 年外務省が公表した報告書「原子炉施設に対する攻撃の影響に関する一考察」で

原発テロの３つのシナリオを検討した①電源喪失、②格納容器破壊、③原子炉破壊̶― 
  ウクライナで「一考察」が現実のものとして示された 
  原発は事実上「第二の原子爆弾」 
 
４）日本が投資した「サハリンプロジェクト」の天然ガスも原油もロシアが 「輸出ストップ」 
  原発の燃料ウランも「カザフスタンから輸入」は無理 
  燃料価格の高騰で諸物価値上がりして、国⺠生活の危機、日本経済も行き詰まり 
  外国依存のエネルギー政策の誤りが浮き彫りに 
 
５）再生可能エネルギーの研究開発・普及へ国⺠に補助制度、自治体に助成制度 

原発にはこれまで約 100 兆円投じてきた。これを再エネの研究開発・普及に向ける 
６）岸田内閣は原発推進に舵を切りなおした 

2011 年 3 月 11 日福島第一原発事故からの流れ 
 ・老朽原発廃炉へ 
 ・原発推進機関から規制機関の分離 
燃料費高騰と二酸化炭素排出抑制を口実に（グリーントランスフォーメーション）  

   ・原発の寿命「原則 40 年」を「60 年以上稼動続けさせる」 
   ・「革新的原子炉」開発＝大型原子炉から工場生産しやすい小型炉へ 
  この道は破綻する 
   ・老朽原発（脆性劣化、配管減肉等）は巨大な自然現象に耐えられない 
   ・日米安保に縛られて、先制攻撃とその報復攻撃で原発破壊に至る危険 
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図１ これまで原発に投じてきた資金量 
 原発建設費                   １４兆５００２億円 

 核燃料費                     ４兆７０００億円 

 運転維持管理コスト               １３兆４４００億円 

 使用済み燃料再処理～放射性廃棄物等費用     １８兆７８００億円 

 国家からの資金投入（開発、解体、廃棄物処分）  １４兆４１６１億円  

 既存原発の上記項目の合計コスト（A）        ６５兆８４００億円 

 再稼働の為の安全対策コスト（B）（2016 年夏見込み  ２兆７０００億円 

 福島第一原発事故処理費用 

   １F 廃炉                        ８兆００００億円 

 １F 賠償                        7  兆９０００億円 

 １F 除染                        ４兆００００億円 

 １F 中間貯蔵                      １兆６０００億円 

  1F 事故処理費用合計  （C）           ２１兆５０００億円 

 政府発表の全原発廃炉コスト（D）                ７兆００００億円 

（A）＋（B）＋（C）＋（D）                ９７兆０４００億円 

 
図２ 日本の再エネのポテンシャル（物理的限界潜在量） 

（環境省「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」2022 年 4 月） 

地熱発電         1,439 万 kW         1,006 億 kWh/年 
太陽光 発電 【建物系】 45,521 万 kW          5,985 億 kWh/年 

 【⼟地系】 100,544 万 kW※        12,719 億 kWh/年※ 
【計】   146,065 万 kW※ ※【計】  18,705 億 kWh/年※ 

陸上風力発電設備能力   48,373 万 kW       12,625 億 kWh/年 
洋上風力発電設備能力   112,022 万 kW        34,607 億 kWh/年 
中小水力発電設備能力      890 万 kW          499 億 kWh/年 
地熱発電  設備能力     1,439 万 kW  発電電力量   1,006 億 kWh/年 
合計  設備能力   3 億 1022 万 kW  発電電力量 6 兆 8448 億 kWh/年   
日本の年間総発電電力量は、約 1 兆 kWh 
・再生可能エネルギーは地理的条件によって異なる･･････地域で議論する住民自治が大事 
・それを後押しする仕組みづくり････････････････････地方自治体の役割 
・仕事を農林漁業や中小企業と結びつけて、地域経済再生に進む（地域金融機関を含め） 
・金融資本の支配するグローバリズムから、地域経済の持続的発展へ転換  
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『農は平和の基――農業が新しい社会運動に』  

       山崎万里 家庭栄養研究会・顧問（月刊『食べもの通信 』編集） 

（①  山崎万里・写真） 

 

〈 いのちを守るために学ぶ 〉 

 

私は、月刊『食べもの通信』を編集している「家庭栄養研究会」の顧問という立場にい

る。家庭栄養研究会は 1969 年に、有害食品の危険から自分たちの生命と健康を守るために

発足し、1970 年に会報『食べもの通信』を創刊。生活者が必要な学習を重ね、研究者、医

療者、農業者、消費生活者の研究・実践を“心と体と社会の健康を高める情報誌”月刊『食

べもの通信』として読者に届けている。本会の活動は、食品公害とたたかう市民運動であ

り、社会教育実践事業である。 

また、同時期、学習を重ねると「食べる物があらへん！」という主婦層とともに 1975 年

に地元枚方市で「枚方・食品公害と健康を考える会」（愛称・やさいの会）の設立を呼びか

け、安全な農産物や加工食品をつくっている生産者とつながり、提携産直運動をおこして

きた。最近の 4 年間で運営スタッフの世代交代を果たし、２代目生産者や新規就農者もむ

かえて楽しく活動を展開している。    （②『食べもの通信』１月号表紙・写真） 

 

〈 農業を自分ごとに 〉 

 

2022 年 7 月に農民作家の山下惣一さんが病没された（享年 86 歳）。山下さんは長年の

「猫の目農政」や「総自由化、大規模化による強い農業」の政治路線に異議を突きつけ、

「生涯一百姓」として「市民皆農」を訴えてこられた。「市民皆農」とはどういうことか？ 

私は半世紀、上記の活動で「食べる人」として農業に関わり、農・食・医をつなぐ情報

収集と発信で物知りにはなっている。しかし、農業が「自分ごと」になっていなかったこ

とに今頃気づかされている。それは、「やさいの会」の生産者の一人である滋賀県の T さん

の畑のカボチャやサツマイモがイノシシ被害で全滅したことや合鴨農法の合鴨を田に放し

たその晩に 21 羽すべてを狐にやられたことを知った時だ。 

1970 年頃から木材の輸入自由化が始められ,安い輸入外材に押されて国内の森林の荒廃

がはじまり、鳥獣害の原因になっていることも知っていた。しかし、自分たちの胃袋に入

るはずの作物を作ってくれている生産者の被害でやっと獣被害が「自分ごと」になったと

いうわけだ。それは、コロナウイルスのパンデミックとその遠因である気候危機、ロシア

のウクライナ侵略による食料危機、日本の経済政策の破綻による物価高の最中にあること

で緊迫度を増している。以来、消費生活者が、農と食の現実に「当事者として、自分ごと

として、担い手として向き合う」ことの問い直しを始めている。 

今や、生態系の営みの力を借りて営む農業・アグロエコロジーの方向が世界の潮流にな

りつつある。2022 年 11 月、エジプトで開催された国連気候変動枠組み条約第２７回締約

国会議（COP27）では、アフリカ諸国の代表が気候変動による被害事実をつきつけ、人々の
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生存をかけて、先進国の責任を追及し補償を要求している。先進国住民の私たちが SDGs の

（13）・気候危機対策に何もしなければ加害者になる。世界中が「生き合い、生きのびる」

ために環境公害の課題を「自分ごと」として引き受けなくてはならない。その事に多くの

人々が気づき、行動が始まっている。 

 

〈 農は平和の基――農業が新しい社会運動に 〉 

 

2022 年 8 月、農民連学習会で長谷川敏郎・農民運動全国連合会会長は「農業はあたらし

い社会運動」との新たな側面を提起した。以下に講演の骨子を記す。 

・平和でなければ、農業経営は守れない。農業は平和憲法を支える仕事 

・日本国憲法前文「全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに 

生存する権利を有する事を確認する」 

・日本の食料自給率 37.17％は「恐怖と欠乏」との同居＝平和的生存権の侵害 

・農業は、憲法 13 条「生命・自由・幸福追求の権利」の基盤をなす人間の営み 

・農業なくしては、25 条「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」も成立しない 

・自給率引き上げの運動は、平和への道 

 

この「憲法と農業」の提起は、「戦争の恐怖と食料の欠乏」をくい止め、生きのびるた 

めに、あらゆる農民・市民がつながり、土を育て、土と生きることを促している。 

さらに、アグロエコロジーの新たな側面として、人間という特定の生物が持ってしまっ

た自制の能力を超えた権力と経済体制が地球と人類の持続可能な存続をおびやかしている

実態に気づくことを私たちに訴えている。故・山下惣一さんのいう「市民皆農」の普遍的

な側面の提起だと言えるのではないか。 

 

〈 個人の健康が地域と地球とつながっている 〉 

 

2022 年 10 月 1 日、戦後 40 年余のたゆまぬ実践が生み出した「労働者協同組合法」が施

行された。志を同じくする人たちが資金を出し合い、話しあって運営し、ともに働く、「協

同労働」と呼ばれる働き方を制度的に保証するものである。3 人からの届け出だけで法人

格が得られ、誰でも小さな事業を起こせる。 

古村伸宏・ワーカーズコープ連合会理事長は「誰もが仕事と暮らし、時代と社会の当事

者になろう」と呼びかけている（ワ－カーズコープ連合会ニュースレター「よい仕事通信」

2022 年 10 月号）。また 2022 年 11 月に同連合会が開催した「協同労働実践交流全国集会

2022」の開会の挨拶では、「よい仕事、しあわせ、豊かさとはどういう概念なのか？ ワー

カーズコープの実践は『これまでの概念を変えていく格闘』の物語を生活の中で、地域で

紡いでいく事だ」と述べられた。 

 

・新型コロナウイルスの流行が「腸活」（人体の危機）と SDGs（気候危機）をつなげた。 

・「持続可能な社会」とは地球と人類が「生きのびられる社会」と言いかえられる。 
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3 
 

・生きのびるために、基礎科学知識を学ぶこと。いのちに対する基礎科学研究が大切 

・生きのびるために、人類が獲得してきた免疫力のアップを。 

・「食農教育」とは、環境と自分の健康を守ることの関係を知ること。 

ヒト以外の生命をまもることで自分の生命をまもることができる事を学ぶこと。 

SDGs を「自分ごと」として認識し、生活化、行動化していくための学習活動である。 

 

 80 歳代の私の夢は、薬草園（ソーラーシェアリング農法で）とそれに併設する健康サロ

ン（太陽光線療法をはじめ民間伝承医療の実践）と健康学習塾（食農教育学習）を若い人

たちとともに、地域に根ざしたワーカーズコープ方式で開設することである。 

そして、食べる人、土と生きる人として「食農教育ののろし（狼煙）」を上げ続けること

である。 

さらに、「SDGs――私たちにできること」を次世代とともに楽しく格闘していくことであ

る。 

農の本源性とワーカーズコープの未来性が、生きのびる道を照らす光である。 
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電力労働運動近畿センター（資料）                                                                                                                             

 

2023 年 1 月 25 日 

関西電力株式会社 

社 長    森  望  殿 

  

第３２回・関西電力株式会社への申入書 

 

         ライフライン市民フォーラム（ＬＬＣＦ）』相談会 

                  代 表  ・  西川 榮一 

 

 ロシアのウクライナ侵略戦争を契機として化石燃料の高騰が世界中を襲っています。さ

らには原発回帰の動きが強まり、わが国でも原子力規制委員会が新たに６０年超運転を認

める判断を下し、政府の方針に追随する姿勢を見せています。しかし、国民の大多数は原

発の延長運転に慎重な姿勢を示しており、原発に否定的な意見が多いことを忘れてはいけ

ません。原発を多数所有し稼働している貴社の責任は増々重くなっています。 

今回で３２回目の貴社への申し入れを行いますが、コロナ禍のため面談ができないのは

やむをえないとしても電話での対応という極めて不誠実な対応になっています。今回の申

し入れに対しては、ぜひ従来のように面談での回答を要請します。なお、回答は３月中旬

までにいただきますよう重ねて要請します。 

 

記 

１.原子力発電所について 

  「原則４０年、最長６０年」とした原発運転期間の撤廃を検討する政府方針を受け、原 

子力規制委員会は安全規制の見直し案を示し、運転開始３０年後から１０年ごとに設備の 

劣化具合を審査する形に変更するとしています。しかしマスコミや国民からはなし崩し的 

なルール改正は許されないと批判の声が上がっています。エネルギー分野では、脱炭素化、 

電力の需給調整、安全保障などの課題があります。それに対し原発による対策効果は、そ

のリスク・コストに見合うのかが問われています。使用後に出る高レベル放射性廃棄物の 

扱いも、現段階ではめどが立っていません。 

  貴社は４０年超運転をめざし高浜３、４号機の蒸気発生器取替えを発表し、福井県に申 

請ました。そこで以下の質問を行います。 

１－１ 貴社はゼロカーボンビジョン２０５０でＳＭＲや原発の新増設を行うとしていま

す。いくら小型化を推進し、次世代型の原子力発電所を建設しても当然ながら放射性

廃棄物が発生します。貴社は将来世代の人たちに放射性廃棄物という負の遺産を押し
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つけています。特に高レベル放射性廃棄物の処理については見通しさえ立っていませ

ん。その放射性廃棄物の管理や処理、世代間の衡平性について今後どのようにお考え

でしょうか。 

１－２ 高浜３号機は２０２６年６月に、４号機は同１０月に蒸気発生器を取り替えると 

貴社は発表しています。その間、古い蒸気発生器を使い続けることとなり、スケー 

ルによる細管損傷のおそれや細管破断のリスクがあります。貴社の言う安全・安心 

を最重要と考えるならば取替えまで運転を見合わせるべきではないのですか。お答 

えください。 

１－３ 前回の質問で蒸気発生器細管の減肉はいくらまで耐えられるのかと質問しました

が、明確な回答はありませんでした。そこで再度質問します。高浜原発蒸気発生器の

損傷は５６％とも６３％とも発表されています。このように減肉した個所の強度は

何％低下するのですか。直径約２ｃｍ、肉厚約１．３ｍｍの細管は何％の減肉まで耐

えられるのですか。その判断基準・根拠とともに明確にお答えください。 

1―４ 定検時減肉２０％以上の伝熱管だけを止栓するのでは不十分ではないですか。お答

えください。 

前３１回の回答で、「貴社は、減肉２０％以上の伝熱管は使用しないこととしている」

としています。貴社は定検時に見つかった減肉伝熱管のうち減肉率２０％以上のもの

を特定して止栓しています。貴社は、減肉は伝熱管と接触したスケールとの接触面に

おける振動摩耗によるものだと説明してきています。この説明によれば減肉深さは運

転時間とともに成長することになります。そうだとすれば定検時に２０％以下であっ

ても次の定検までの運転で減肉２０％以上になるおそれがあり、２０％以上は使用し

ないとする基準を逸脱して運転することになります。定検時に化学洗浄や水噴射でス

ケール除去が実施されていますが、除去されるスケールは部分的でしかないことが明

らかにされています。 

１－４ 緊急炉心冷却装置は定期検査ごとに検査し動作確認をしていると回答がありまし

た。しかし、質問は原発ごとの検査期間・検査内容・その結果でしたが回答がありま

せんでした。特に、1 次系冷却材喪失等など重大事故時の機器の動作を、損傷してい

ない原子炉を対象にどのように確認しているのか、検査方法、判断基準とその前提と

なる考え方について、重ねて質問しますので明確な回答をお願いします。 

１－５ 貴社は発電所ごとに特定重大事故等対処施設を設置し運営をしています。この特定

重大事故等対処施設の点検はいつ行うのでしょうか。また勤務体制、人員配置はどう

なっているのでしょうかお答えください。 

１－６ 原子力規制委員会は「新規制基準に合致しているかを判断するところで規制基準を

クリアしたからと言って安全とは判断していない」と言明しています。原子力発電が

「安全神話」と決別する上では、リスクに基づく判断が求められます。「現時点では

この程度のリスクで十分」との判断はどのような手順、部署の関与があるのでしょう

か。 
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２．２０５０ゼロカーボンロードマップに向けた取組みについて 

   地球温暖化が原因で異常気象による災害が世界を襲い、沢山の人命や資産が失われ 

  ています。ＣＯＰ２７でも先進国の地球温暖化の責任が問われ、開発途上国への支援 

  が決定されました。もはや国内だけを考えた温暖化防止への取り組みだけでは遅れて 

しまう結果になることが明らかになりました。貴社は２０５０に向けた様々な施策を 

講じようとしていますがグレーな部分や明確な取り組みとなっていない箇所が多々見 

受けられます。以下の質問にお答えください。 

 

２－１ 関西電力グループで運転しているバイオマス発電所は朝来バイオマス発電所が１

２月末に廃止することが決定し、残るのは２カ所となりました。かんだ、磐城発電所

は木質ペレットを使用し発電していると前回お答えいただきました。しかし、かんだ

発電所は木質ペレット以外にＰＫＳ（ヤシ殻）も使用していると発表されています。

木質とＰＫＳの生産国（地域）、使用割合と年間の使用数量はいくらでしょうか。 
２－２ 前回のご回答では、林野庁のガイドラインに従っているとのことでしたが、ＰＫＳ

（ヤシ殼）は、「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」

（2012 年 6 月）によれば、その「Q&A」の「問 3-13」において、ヤシ殼は「通常の

森林施業での搬出が想定されず、木質でもないことから、木質バイオマスとしての取

扱はされません」とされています。 
    （https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/biomass/pdf/hatsudenriyougaidorainqa.pdf）  
    また、ヤシは生産においてプランンテーション方式がとられることが多く、生態系

の破壊や、先住民の土地を奪うことによるトラブルなどがもんだいとなってきました。 
   このような問題に対して、貴社の解釈、考え方、取り扱いについてご説明ください。 
 
２－３ ペレットは間伐材や端材から作り燃料としています。この一連の作業が森林の育

成・管理のために生じる間伐材、年毎の徒長枝などを原料とする木質バイオであれば、

カーボン・ニュートラル燃料とみられます。しかし森林を構成する成木を伐採して木

質バイオを作る場合、十分な注意が必要です。 
    貴社は、相生火力発電所で、輸入木質ペレットを燃料とする２０万 kw のバイオマ

ス発電プラントの建設を進めています。このプラントが稼働した時の木質ペレット消

費量、およびＣＯ２排出量を概算推定しますと以下のようです。 
    木質ペレット消費量はおよそ６０万㌧／年 
    ＣＯ２排出量 およそ１００万㌧／年 
  ＜推定条件＞ ペレット高位発熱量 １８Mj／kg、発電効率４０％高位基準、 

炭素成分５０％、プラント設備利用率７０％ 
相生プラントを例にとれば、木質ペレット原料が伐採成木だとすると、その森林が

毎年ＣＯ２を１００万㌧吸収できるよう、周到に育成・管理されなければなりません。 
また、自然林を伐採し人工林として利用を始めた場合には、バイオマスだけでなく生物 
多様性の減少も問題となります。 
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貴社は森林の利用が持続可能なものになっているかどうかを、どのように確認してい 
ますか。そうでなければ、バイオ発電をといながら、ＣＯ２排出量は２０万 kw の石炭火 
  力を建設したのと大差ないことになります。 

  

２－４ ゼロカーボン火力発電を２０３０年ごろまでに目指し、ＬＮＧ火力は水素混焼を行

うと謳っています。貴社の取り組みにより製造される水素は、社内でも化石燃料を原

料としたグレーな燃料になるのではないかとの疑義も出ています。その水素の原料は

何でしょうか。また、水素製造プロセスに使うエネルギー源は何でしょうか。 
 
2－５ ＣＯ２回収を行うとされていますが、回収したＣＯ２はどこにどのような手段で運

搬するのですか。またＣＯ２はどのような手段で保存するのでしょうか。またその量

はいくらを見積もっていますか。 
 
２－６ 「ゼロカーボン２０５０」を実現するために、２０２５年度までにＣＯ２排出量を

２５００万ｔ削減し２０３０年度にさらに削減するとしています。その基準は２０２

１年度の排出量３００６万ｔと考えてよいのでしょうか。また２０３０年度までの排

出量の具体的な数値目標はいくらなのでしょうかお答えください。 
 

以 上 

 

 

「連絡先」 〒553-0003 大阪市福島区福島 2-8-16 コトブキビル４階 401 号 

                          電力労働運動近畿センター気付 

「ライフライン市民フォーラム(LLCF)相談会」            

     代 表  西川 榮一    (担当 伊藤 善次) 

℡   06-4797-4414     

メール den-kinki1@sky.plala.or.jp 
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     予測が現実になった「気候危機」、終息なき公害。 今すぐ⾏動しましょう。 
   

気候変化は極端化し、災害は世界規模で多発・激甚化しています。 
真冬の⻯巻に苦しむアメリカ、異常豪雪の⽇本、ヒマラヤの氷河が解けパキスタンの３分の１が水没しました。 
スイスアルプスは年６％も融けています。南極やグリーンランドの氷床も急速に減少し、その影響を受けた海岸の浸食
で、島しょ国の水没の危機は現実になっています。 

  大気中の⼆酸化炭素濃度は観測史上最高の 410ppm を超え、平均気温も 1.15℃上昇しています。 
その被害は、温室効果ガス発生の少ない途上国に大きく、⽇本も「加害者」の一員だという認識が必要です。  

  気候危機は人災です。 
アマゾンの不法開発、東南アジアのパーム植林、今なお新たな化⽯燃料の開発、農業・漁業など地域の自然涵養産
業の破壊など、気候危機を推しとどめる現状にはありません。 
さらに、ウクライナなど戦争・紛争の勃発で、対策は大幅に停滞・後退しています。 
「気温上昇を 1.5℃にとどめる」という先進国の歴史的責任を果たす一歩がやっと合意されました。しかし、求められる対

応の迅速性は⽋落し、企業利益優先です。⽇本では進むべき道筋の一貫性・理念が不⾜しています。 
 
目を大阪に移すと、今なお環境基準の厳格さが不⾜し、新たな公害被害を予測させます。NO２・PM2.5、PFAS やプ
ラ対策の「停滞」、来るべき南海トラフ地震への備えの脆弱さ、にもかかわらず夢洲への万博・カジノ・IR 誘致、そのための
高額公費負担が問題になっています。 
そういう中でも、地道な住⺠運動が提起され一定の成果をあげています。 
大気汚染、神⼾製鋼⽕⼒発電の差し止め、アスベスト健康被害の掘り起こし、水俣近畿訴訟、原発避難関⻄訴訟、
有機フッ素化合物汚染問題。今後予測される、北陸新幹線・リニア新幹線建設、大深度道路開発・地下下水道⼯
事、未解決な寝屋川廃プラ施設公害問題、忠岡町巨大産廃炉誘致問題など、公害を未然に防止する運動も萌芽し
ています。 
 
温暖化防止は、究極にはエネルギー政策です。 
政府は、GX（グリーン・トランスフォーメイション）などと、⽯炭・原発依存を重視し、将来世代へつけを回す無責任な対
応を強⾏しています。地震大国⽇本・危険地域への原発建設、保管施設も⾒通せない、10 万年先への負荷。 
原発は「脱炭素の切り札」ではありません。原発の CO2 排出は、⾵⼒発電の 25 倍です。さらに、その危険性は、ウクラ
イナ戦争で証明されました。また、原発は大規模集中型施設、バックアップ電源やセット電源が必要で、建設費の高騰・
建設中のトラブル続き、安全よりも原発利益共同体の利益が優先され、副産物のプルトニウムで核兵器開発の可能性
もあります。原発の先には暗雲がたちこめています。 
私たちは、再生可能エネルギーを切り拓き、未来を輝かせましょう。 
再生可能エネルギーは稼働時に CO２の排出はなく、太陽・⾵・水・地下熱など、自然が「燃料」です。 
中小規模・分散で災害時や、戦時のリスクが減らせます。大事なことは、自治体⽴電⼒創成も可能なことです。 
地域のコミュニティで運営でき、地域外への資産流出が減り、地域循環型経済を生み出します。個人で取り組め、危険
な廃棄物が少なく、人びとの意識を変え、省エネルギーの取り組みも進みます。 
気候危機に対して、自治体・地域から動き始めましょう。永続可能な環境・エネルギー宣言をつくり、地域の特色を生
かしたエネルギー創出政策を⽴て、自治体職員と住⺠のエネルギー創出意識・省エネルギーの取り組みを支援しましょう。 
そして、私たち市⺠は、政府・自治体に再エネ推進を働きかけ省エネ・減エネに取り組みましょう。 
私たちに、時間はありません。未来世代への責任を考え、今すぐ⾏動しましょう。 

                                     2023 年 2 月 4 ⽇   第 51 回公害環境デー 
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